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「空家
あ き や

等
と う

」と「空き家
あ き や

」の表記について 
本計画では、人の住んでいない家とその敷地について、「空き家」と表記します。 

ただし、引用部分や固有名詞においては引用元等に合わせた表記とします。 
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第１章 計画策定の目的と位置づけ 

１ 背景と目的 
 

近年、全国的に地域における人口減少や少子高齢化の進展、既存の住宅及び建築物の老

朽化、社会的ニーズ及び産業構造の変化等に伴い、空き家が増加しています。国の試算で

は、国内の使用目的のない空き家は、この 20 年で 1.9 倍に増加し、令和 12 年(2030 年)に

は 470 万戸程度まで増加する見込みとの報告1があります。 

このうち、所有者等により適切な管理が行われない空き家によって周辺の生活環境に悪

影響がもたらされる事態が生じており、今後、空き家の増加や事態の深刻化により、問題

の解決が一層困難となっていくことが懸念されています。 

国は、地域住民の生命、身体、財産を保護し、その住環境の保全を図り、あわせて空き

家の利活用を促進するため「空家等対策の推進に関する特別措置法(平成 26 年(2014 年) 

法律第 127 号)」(以下「法」という。) を、平成 27 年 (2015 年) ５月全面施行しました。

その後も、空き家対策の総合的な強化を図るため、令和 5 年(2023 年)6 月に、「空家等対

策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律(令和 5 年(2023 年)法律第 50 号)」が

公布され、同年 12 月に改正後の法が施行されました。 

本市においても、空き家の件数は全国的な傾向と同様に増加傾向となっており、市民か

らは「利用可能な空き家の利活用及び危険な空き家のとりこわしの促進」が、住環境に関

する課題のひとつとして挙げられています2。このような状況を背景に、本市においては、

平成 31 年(2019 年)３月に、空き家に関する施策を総合的かつ計画的に実施し、安心・安

全に暮らせるまちづくりを推進することを目的として、「苫小牧市空家等対策計画」(以下、

「第１次計画」という。) を策定しました。 

第１次計画に基づき、これまで空き家対策を進めてきましたが、この度、計画期間であ

る５年が経過することから、再度計画内容の見直しを図り、今後の空き家対策の取組方針

と施策を示すとともに、空き家対策をより計画的に進めることを目的として、「第２次苫小

牧市空家等対策計画」(以下「本計画」という。) を策定します。 

 

 

 

 
1 【出典】：国土交通省.我が国の空き家の現状と最新の政策動向について.2023-02-09 
2 【出典】：苫小牧市.苫小牧市住生活基本計画.2019 
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第１章 計画策定の目的と位置づけ 

２ 計画の位置づけ 
(１) 法的な位置づけ 

 本計画は、法第７条第 1 項に規定する「空家等対策計画」であり、空き家に関する対策

を総合的かつ計画的に実施するため、国の基本方針に即して策定する計画です。 

 

図１ 計画の位置づけ 

 

(２) 計画に反映させる国の動き等 

① 「住生活基本計画(全国計画)」(国土交通省) 

 「住生活基本法」(平成 18 年(2006 年)6 月施行)に基づき、国民の住生活の安定の確保及

び向上の促進に関して、国が示す「住生活基本計画」(計画期間：令和３年度(2021 年度)～

令和 12 年度(2030 年度))では、住宅政策の目標として、3 つの視点(①「社会環境の変化」

の視点、②「居住者・コミュニティ」の視点、③「住宅ストック3・産業」の視点)と 8 つの

目標を定めています。 

 このうち、空き家に関して、「社会環境の変化」と「住宅ストック・産業」の視点から、

①「新たな日常4」や DX(デジタル・トランスフォーメーション)5の進展等に対応した新し

い住まい方の実現を目標として、空き家等の既存住宅活用を重視し、賃貸住宅の提供や物

件情報の提供等を進め、地方、郊外、複数地域での居住を推進すること、②空き家の状況

に応じた適切な管理・除却・利活用の一体的推進を目標として、空き家の適切な管理の促

進とともに、周辺の居住環境に悪影響を及ぼす空き家の除却を推進することや立地・管理

状況の良好な空き家の多様な利活用を推進することなどの方向性が示されています。 

 
3 住宅ストック：既存の建物で売りに出されている住宅。また、中古物件のこと。 
4 新たな日常：新型コロナウイルス感染症を乗り越えていくために、暮らしや働く場での感染拡大を防止する習慣のこと。 
5 Ｄ Ｘ

ディーエックス

(Digital
デ ジ タ ル

 Transformation
トランスフ ォーメーション

)：将来の成⾧、競争力強化のために新たなデジタル技術を活用して新たなビジネスモデ

ルを創出・柔軟に改変すること。 

苫小牧市 

空 家 等 

対策計画 

【国】 

・住生活基本法 

・住生活基本計画 

・空家等対策の推進に関する特別措置法 

・空家等に関する施策を総合的かつ計画的に 

実施するための基本的な指針 

・まち・ひと・しごと創生総合戦略 等 

 

【北海道】 

・北海道住生活基本計画 

・北海道空き家等対策に関する取組方針 

【苫小牧市】 
苫小牧市総合計画(基本構想・第７次基本計画) 

・人口ビジョン及び総合戦略 

・都市計画マスタープラン 

・住生活基本計画 

               等 
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② 「まち・ひと・しごと創生総合戦略」(内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局・ 

内閣府地方創生推進事務局) 

 人口急減・超高齢化という課題に対して、国は、平成 26 年(2014 年)12 月に「まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」を策定し、地方創生6を目的に掲げた取組が進められているとこ

ろです。近年では、令和 3 年(2021 年)6 月に「まち・ひと・しごと創生基本方針 2021」が

示され、新型コロナウイルス感染症を背景に、地方への移住に関する関心の高まりととも

に、テレワーク7を機に人の流れに変化の兆しが見られることから、都市部に立地する企業

などに勤めたまま地方に移住して地方で仕事をする「地方創生テレワーク」の推奨や、子

どもを帯同して地方に移住する場合を重点的に支援し、今後の地域社会を支える子育て世

代の移住を強力に推進していくことが示されています。 

 
③ 「北海道住生活基本計画」(北海道建設部住宅局住宅課) 

 北海道における住宅政策の基本となる計画として策定する「北海道住生活基本計画」(計

画期間：令和 3 年度(2021 年度)～令和 12 年度(2030 年度))においては、全国を上回るス

ピードでの人口減少や少子高齢化の進展、気候変動問題や防災・減災への対応などの課題

解決に向けて、道・市町村・居住者・事業者の協力や連携を軸に、「安心・快適・健やかに

住み続けられる住生活の実現」「安全安心で災害に強い住生活の実現」「『ゼロカーボン北海

道』を目指した脱炭素社会の実現」を重点的な取組方針に定めています。 

この計画に連携する下位計画である「空き家等対策に関する取組方針」(令和 3 年(2021

年)3 月策定)においては、道内における住宅市場に流通しない空き家や、いわゆる「空き家

予備軍8」の増加、コロナ禍による社会状況の変化により生じた地方の空き家等に対する

ニーズの変化などが指摘されるとともに、地域経済の低迷等により生じた空きビルなどの

大規模空き建築物の対応に市町村が直面する状況について課題が提起され、市町村と連動

した取組方針が示されています。 

 

 
6 地方創生：少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是

正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある日本社会を維持していくことを目指す政策。 
7 テレワーク：Ｉ Ｃ Ｔ

アイシーティー

(Information
インフォメ ーシ ョン

 and
アンド

 Communication
コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン

 Technology
テ ク ノ ロ ジ ー

、情報通信技術)を利用し、時間や場所を有効に活用

できる柔軟な働き方のこと。 
8 空き家予備軍：高齢単身世帯や高齢者のみの夫婦世帯が居住する戸建住宅など、将来、住み替えなどにより空き家になる

可能性がある住宅のこと。 
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第１章 計画策定の目的と位置づけ 

(３) 本市の主要計画との整合性 

 本計画は、本市のまちづくりの基本となる「苫小牧市総合計画」「苫小牧市都市計画マス

タープラン」「苫小牧市人口ビジョン及び総合戦略」及び「苫小牧市住生活基本計画」など、

本市の各主要計画との整合・連携を図り、施策や取組を推進していきます。 

 

① 「苫小牧市総合計画」 

 令和 5 年度(2023 年度)に本市が新たに策定した「苫小牧市総合計画(第７次基本計画)」

(計画年：令和 5 年度(2023 年度)～令和 9 年度(2027 年度))においては、理想の都市像と

する「人間環境都市」の実現に向け、「共に支えあい健やかに暮らすまち」「明日を拓く力

みなぎる産業のまち」「学ぶ喜びがあふれる文化の薫るまち」「自然と環境にやさしいまち」

「安全・安心で快適に暮らすまち」の５つをまちづくりの目標と定めています。 

 このうち、「安全・安心で快適に暮らすまち」をつくる上で、快適な生活環境の整備を図

ることを基本として、空き家化の予防や解消を基本施策として掲げています。 

 
② 「苫小牧市都市計画マスタープラン」 

 平成 31 年度(2019 年度)に本市が策定した第２次「苫小牧市都市計画マスタープラン」

(計画年：平成 31 年度(2019 年度)～令和 20 年度(2038 年度))においては、目指す将来都

市像を「持続的な雇用が育む人間環境都市・苫小牧～産業と環境が調和し、生活の魅力と

活力に満ちた持続的都市の形成～」とし、将来の都市構造を「３つの都市軸と１都市拠点・

４生活拠点を結ぶラダー9状の都市構造」を目指すこととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 将来都市構造のイメージ(出典：第２次苫小牧市都市計画マスタープラン) 

 
9 ラダー：はしごのこと。 
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③ 「苫小牧市人口ビジョン及び総合戦略」 

 令和 2 年度(2020 年度)に本市が策定した第２期「苫小牧市人口ビジョン及び総合戦略」

(計画年：令和 2 年(2020 年)～令和 6 年(2024 年)、令和 5 年(2023 年)改定)においては、

人口減少の課題に向き合い、さまざまな産業が集積する産業拠点として、未来に向かって

挑戦し続けるまちづくりを進めることとしています。その目指す姿として、「健康で安全な

都市環境のもと、世代や性別に関わらず、豊かで明るく誰もが住みやすい『とまこまい』」

を掲げ、「地元の魅力を強化、暮らしやすさ発信で移住を促進」を基本目標のひとつに設定

しています。この戦略においては、本市出身者を本市に戻ってくる可能性のある層(移住の

ターゲット)と捉え、将来的な U ターン10につなげることをねらいとし、本市出身者が U

ターンを考えるきっかけとなる情報として空き家情報の発信を行うほか、空き家情報の整

理・発信や空き家への入居支援を行っていくこととしています。 

 
④ 「苫小牧市住生活基本計画」 

 平成 31 年度(2019 年度)に本市が策定した「苫小牧市住生活基本計画」(計画年：平成 31

年度(2019 年度)～令和 10 年度(2028 年度))においては、「豊かな自然環境と調和し、生き

生きと暮らせる住宅・住環境の実現」を基本理念とし、居住者からの視点として「安心し

て暮らせる住宅・住環境づくり」、住宅ストックからの視点として「安全・快適に暮らせる

住宅・住環境づくり」、地域からの視点として「自然と調和し地域のにぎわいが感じられる

住宅・住環境づくり」を基本目標に設定しています。 
 この計画では、大規模地震や大雨等の災害が発生する中で、住み慣れた住宅で安全で快

適に住み続けられる住宅・住環境を目指して、耐震改修をはじめとした各種リフォームの

推進や、マンションの適切な管理の促進、空き家の利活用と対策を推進することとしてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
10 U

ユー

ターン：生まれ育った場所以外で働いたのち、再び生まれ故郷に戻って働くこと。 
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第１章 計画策定の目的と位置づけ 

３ 計画の期間 
 本計画の計画期間は、令和６年度(2024 年度)から令和 10 年度(2028 年度)までの 5 年間

とします。 

 ただし、計画期間中において適切に推進していくため、進行管理を行うとともに、状況

等の変化により計画の見直しの必要性が高まった場合には、適宜修正を加え、計画の実行

性を確保していきます。 

令和４年度 

(2022) 

５年度 

(2023) 

6 年度 

(2024) 

7 年度 

(2025) 

8 年度 

(2026) 

9 年度 

(2027) 

10 年度 

(2028) 

11 年度 

(2029) 

 苫小牧市総合計画(基本構想・第７次基本計画)  

 第２次苫小牧市空家等対策計画  

図３ 計画の期間 

 
４ 計画の対象 

(１) 対象とする空き家の種類 

 本計画の対象とする空き家の種類は、法第２条に規定する「空家等」11及び「特定空家等」

を基本とします。ただし、空き家の発生を抑制するための施策においては、将来使われな

くなる見込みのある住宅を含むこととします。 

また、地域の生活環境に与える影響の大きい大規模空き建築物については、法の定める

範囲によらず、利活用等の対象として検討します。 

表１ 本計画の対象 

 

・使用されていない 

一戸建て住宅 

・土地、附属物を含む 

 

 

・全ての住戸が空き室となっている 

共同住宅及び⾧屋 

  

・現在使用されているが 

空き家となる可能性が 

高い住宅 

 

 

 
11 販売・賃貸の用途で空き物件となっており、適切に管理されている住宅は対象外とします。(法第 11 条) 

使用されていない住宅 

使用されている住宅 
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表２ 法における定義 

定義 

「空家等」とは 

建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態で

あるもの及びその敷地(立木その他の土地に定着する物を含む。)をいう。ただし、国又は地方

公共団体が所有し、又は管理するものを除く。(法第２条第１項規定) 

「特定空家等」とは 

空家等のうち、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著し

く衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を

損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状

態にあると認められる空家等をいう。(法第２条第２項規定) 

補足 

「居住そのほかの使用がなされていないことが常態である」とは 

建築物が⾧期間にわたって使用されていない状態をいい、例えば、概ね年間を通して建築物

の使用実績がないことは１つの基準となると考えられる12。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
12 【出典】：国土交通省．空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針.2021-6-13 
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第１章 計画策定の目的と位置づけ 

(２) 対象とする地区 

 令和４年度(2022 年度)に実施した苫小牧市空家等実態調査において、市内全域に空き家

が分布していることを把握したことから、市内全域を対象地区とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 空き家の分布(令和４年度(2022年度)末時点) 

 ただし、今後、空き家の通報・相談の動向や建物の老朽化の状況によっては、重点的に

空き家の発生予防策を進める地区を設けることを検討します。 

 また、「苫小牧市都市計画マスタープラン」では、今後予測される全市的な人口減少や高

齢化の進展を背景に、商業、医療・福祉、コミュニティ機能などの生活利便機能が複合し

た地域拠点を形成し、拠点を中心としたまちづくりを目指すこととしています。こうした

拠点の設定状況なども参考とし、重点的な空き家の対象地区の設定について検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図５ 人口(平成27(2015年)を100とした場合)の将来推計        図６高齢化率の将来推計 

【図５・図６ともに出典：第２次苫小牧市都市計画マスタープラン】 
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第２章 空き家の現状と課題 

１ 本市における空き家の現状 
(１) 人口の推移 

 本市の人口は、平成 25 年(2013 年)をピークに、現在は減少に転じています。今後、生

産年齢人口及び年少人口が減少する一方、高齢者人口は令和 22 年(2040 年)頃をピークに

増加傾向で推移していく見込みとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 苫小牧市における人口の推移13 

(２) 空き家の調査について 

 空き家の対策にあたっては、中⾧期的な空き家の動向及び空き家の所在や現況、所有者

等の意向の把握が重要です。 

 市内の空き家に関するデータは、平成 30 年(2018 年)に国が実施した「住宅・土地統計

調査」並びに令和 4 年(2022 年)から令和 5 年(2023 年)にかけて本市が実施した「苫小牧

市空家等実態調査」及び「空き家所有者等アンケート」があります。 

表３ 本市における空き家データ 

名  称 住宅・土地統計調査 苫小牧市空家等実態調査 空き家所有者等アンケート 

実 施 主 体 国 (総務省統計局) 苫小牧市 苫小牧市 

実 施 時 期 平成 30 年(2018 年) 令和４年(2022 年) 令和５年(2023 年) 

調 査 対 象 ・住宅及び住宅以外で人が居住

する建物 

・上記に居住している世帯 

・条件抽出の結果「使われてい

ない可能性がある」と判断し

た住宅 

・実態調査で「居住実態のない

可能性が高い」と判断した建

物の所有者等 

調 査 方 法 ・抽出調査 

・調査員が各住戸を訪問 

・現地調査 

・調査員が外観目視で判定 

・郵送調査 

集 計 単 位 戸数 件数 件数 

備 考 5 年毎に実施 前回:平成 29 年(2017 年) 前回:平成 30 年(2018 年) 

 
13 苫小牧市人口ビジョン及び総合戦略.苫小牧市.2023-4 及び国勢調査.総務省.2020 のデータをもとに作成。 
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第２章 空き家の現状と課題 

(３) 住宅・土地統計調査による空き家の状況 

 「住宅・土地統計調査」とは、住宅とそこに居住する世帯の居住状況、世帯の保有する

土地等の実態を把握し、その現状と推移を明らかにするため、５年ごとに国が行う調査で、

この調査は一定条件に基づく抽出調査であり、結果の数値は推計値です。 

 なお、「住宅・土地統計調査」の空き家は、法で規定する「空家等」とは異なり、共同住

宅などの空き室が一戸と計上され、空き家の種類は下記のとおり分けられます。 

表４ 住宅・土地統計調査における分類 

区  分 内  容 

建て方別 

 
一戸建て 一つの建物が１住宅であるもの 

⾧屋建・共同住宅・その他 マンション等の集合(共同)住宅「空き室」を１戸と計上 

居住世帯のない住居(空き家): ふだん人が居住しておらず、空き家となっている住宅 

 

二次的住宅・別荘用 
残業で遅くなったときに寝泊まりするなど、たまに使用する住宅や、 

週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で利用する住宅 

貸家用 賃貸を目的に保有している住宅で居住世帯のない住宅 

売却用 売却することを目的としている住宅で居住世帯のない住宅 

その他 
上記以外で空き家になっている住宅 
例えば、転勤などのため居住世帯が⾧期にわたって不在の住宅や、使用目的がない住宅など 

 

表５ 住宅・土地統計調査における「空き家」の数え方 

住宅の状況 
住宅・土地統計調査 

における「空き家」 

【参考】法における 

「空家等」 

一戸建て 

居住世帯なし 

 

 

１戸 １件 

集合住宅 

４戸中、１戸が空き室 

 

 

 

１戸 
０件 

(該当しない) 

集合住宅 

４戸中、４戸が空き室 

 

 

 

４戸 １件 
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① 本市における空き家数と空き家率 

 「住宅・土地統計調査」において、平成 30 年(2018 年)10 月 1 日現在の苫小牧市の総住

宅数は 91,210 戸であり、平成 25 年(2013 年)に比べて 3,180 戸増加しています。 

 空き家数の推移を見ると、平成 10 年(1998 年)は 9,710 戸で総住宅数に占める空き家の

割合(空き家率)は 13.1％でしたが、その後は漸増傾向にあります。平成 30 年(2018 年)は

13,120 戸となり、空き家率は 14.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 苫小牧市の空き家件数の推移 

② 空き家の用途・種類別の状況 

 「住宅・土地統計調査」において、平成 30 年(2018 年)の空き家総数 13,120 戸のうち、

一戸建ては約 2 割の 2,420 戸であり、残り 8 割は共同住宅など 10,700 戸となっています。 

 本計画において主な対象とする一戸建ての空き家を種類別にみると、「賃貸・売買用等」

は 450 戸で、放置空き家を含むとされる「その他の住宅」は 1,970 戸であり、そのうち特

定空家等となる可能性が高いものは「うち腐朽・破損あり」の 470 戸と考えられます。 

平成 25 年(2013 年)と比較すると、一戸建ての「その他の住宅」は、1,630 戸から 1,970

戸に増加し、そのうち「腐朽・破損あり」については 610 件から 470 件に減少しました。 

表６ 苫小牧市における空き家の状況 

空き家全体(戸) 

平成 30 年(2018 年) 【参考】平成 25 年(2013 年) 

空き家総数 一戸建て 共同住宅など 空き家総数 一戸建て 共同住宅など 

13,120 2,420 10,700 13,180 2,230 10,950 

 

賃貸・売買用・二次的住宅 9,550 450 9,100 8,960 590 8,370 

その他の住宅 3,560 1,970 1,600 4,220 1,630 2,590 

 うち腐朽・破損あり 940 470 460 1,710 610 1,100 

※単位未満の位で四捨五入しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。 
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第２章 空き家の現状と課題 

(４) 市の調査による空き家の状況 

① 空家等実態調査の概要 

 市内の空き家の所在や現況を把握し、本計画策定の基礎資料を得ることを目的として、

実態調査を実施しました。 

調査方法としては、調査員が公道からの外観目視により、居住者・使用者がいない建

物について現地調査を行い、老朽化や損傷の状況、立地する敷地の状況などを個別に確

認しました。 

結果、「使用実態のない可能性が高い空き家」と推定された件数は 1,722 件でした。 

表７ 苫小牧市空家等実態調査の概要 

 

② 空き家所有者等アンケート調査の概要 

上記調査で把握した 1,722 件について、市は所有者や管理者を調査し、所有者等が重 

複する物件や所有者不明の物件を除く 1,450 件について、利活用の状況や今後の意向を 

把握することを目的としたアンケート調査を所有者等に向けて実施しました。 

アンケート調査の結果を踏まえて現地の再調査を行い、入居・解体等が確認された 228 

件を空家等実態調査による把握件数から除き、令和 4 年(2022 年)度末時点の空き家の 

件数を 1,494 件と確定しました。 

表８ 空き家所有者等アンケート調査の概要 

調 査 名: 空き家所有者等アンケート調査 

調査期間: 令和５年(2023 年)４月５日から令和５年(2023 年)４月 25 日まで 

調査対象: 苫小牧市空家等実態調査の結果、「居住実態のない可能性が高い」と 

判断された建物の所有者又は管理者(個人・法人) 1,450 件 

回 収 数: 631 件(回収率 43.5％) 

実施方法: 郵送調査 (回答は郵送又はインターネットによる) 

 

 

 

 

調 査 名: 苫小牧市空家等実態調査 

調査期間: 令和４年(2022 年)７月５日から令和５年(2023 年)１月 25 日まで 

調査地域: 苫小牧市全域 

把握件数: 1,722 件 

実施方法: 現地調査 
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③ 空家等実態調査の結果の比較 

 「苫小牧市空家等実態調査」において、令和 4 年度(2022 年度)末の苫小牧市の空き家数

は 1,494 件であり、平成 29 年度(2017 年度)調査に比べて、412 件増加しています。 

 現地調査により調査項目ごとに不良度(空き家の老朽度・危険度)の評価を行い、合計点

の低いものから順にＡからＤの４段階で判定した結果について、平成 29 年度(2017 年度)

と比較して、再利用可能・保安上の危険が少ないＡ及びＢランクはあわせて 943 件から

1,304 件に、損傷が激しい・危険性や緊急度が高いＣ及びＤランクは 139 件から 190 件に、

それぞれ増加しています。 

 なお、前回調査で把握した空き家のうち、今回の調査でも引き続き使用実態がないこと

が確認されたものは 382 件で、このうち 221 件について不良度の悪化が確認されました。 

 

 

 

 

 

 

 

図９ 苫小牧市における空き家数の推移(実態調査年度) 

また、平成 29 年度(2017 年度)以降、市民や所有者等からの情報提供や現地調査により

把握した空き家数は、以下のとおり推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 苫小牧市における空き家数の推移(各年度) 
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第２章 空き家の現状と課題 

④ 地域別の比較 

地域別に空き家の分布を見ると、西部東地域が 385 件(25.8％)と最も多く、次いで西部

西地域 296 件(19.8％)、中央部西地域 227 件(15.2％)の順となりました。 

平成 29 年度(2017 年度)調査の結果と変わらず、市中心部から西側にかけて空き家が多

くなっている傾向が続いており、高齢化率の比較的高い地域に空き家が集中している状況

から、本市においても、高齢化率と空き家の分布には一定の相関関係があるものと考えら

れます。 

なお、地域別の割合比率については、平成 29 年度(2017 年度)と比べ、中央部中地域が

減少、東部東地域が増加に転じましたが、このほかに大きな変化は見られませんでした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 苫小牧市における地域区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 地域別の空き家数と割合 
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表９ 地域区分と町名の対応 

地域名 町名等 

西部西 
字錦岡 錦西町 北星町 もえぎ町 宮前町 明徳町 青雲町 のぞみ町  

美原町 澄川町 ときわ町 

西部東 
字糸井 はまなす町 柏木町 川沿町 宮の森町 日新町 しらかば町 桜坂町  

永福町 小糸井町 豊川町 桜木町 日吉町 有明町 光洋町 有珠の沢町 

中央部西 
松風町 見山町 啓北町 花園町 青葉町 大成町 新富町 元町 山手町 北光町  

白金町 弥生町 矢代町 浜町 

中央部中 
清水町 木場町 王子町 幸町 本町 大町 錦町 本幸町 寿町 栄町 高砂町  

春日町 緑町 表町 若草町 旭町 末広町 汐見町２丁目 汐見町３丁目 

中央部東 
字高丘 泉町 美園町 住吉町 双葉町 音羽町 三光町 日の出町 新中野町  

元中野町 港町 船見町 入船町 汐見町１丁目 

東部西 
新明町 あけぼの町 明野新町 新開町 明野元町 柳町 一本松町 晴海町  

真砂町 

東部東 
拓勇西町 拓勇東町 北栄町 ウトナイ北 ウトナイ南 沼ノ端中央 東開町  

字沼ノ端 字勇払 字植苗 

苫東 字柏原 字静川 字弁天 

 

⑤ 用途別の比較 

用途別に空き家の比率を見ると、1,122 件(75％)が戸建住宅で、共同住宅が 144 件(10％)、

店舗併用住宅は 76 件(5％)等となりました。「その他」の用途としては、商業ビルや事務所

併用住宅等があります。 

なお、用途別の割合比率については、平成 29 年度(2017 年度)と比べ、戸建住宅が増加

に転じましたが、このほかに大きな変化は見られませんでした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図13 用途別の空き家数と割合 
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第２章 空き家の現状と課題 

２ 本市における空き家の傾向と課題 
(１) 空き家所有者等アンケート調査の結果 

① 空き家の建築時期 

「空き家所有者等アンケート」では、回答のあった空き家のうち 59％が昭和 55 年(1980

年)以前に建築されており、旧耐震基準(昭和 56 年 5 月以前)による建築と見られます。 

 

図14 空き家の建築時期(「空き家所有者等アンケート」より) 

② 空き家の発生理由 

空き家の所有者等が建物を利用しなくなった理由は、「施設入所」が 24％、「死亡」が 21％

等となっており、高齢者のみが居住する住宅においては、居住者の施設等への入所や、死

亡による相続の発生に伴い、空き家が発生する可能性が高いと考えられます。 

 
図15 建物を使わなくなった理由(「空き家所有者等アンケート」より) 
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11% A 昭和55年(1980年)以前 (168)

B 昭和56年(1981年)～平成2年(1990年) (54)

C 平成3年(1991年)～平成12年(2000年) (27)

D 平成13年(2001年)～平成22年(2010年) (3)

E 平成23年(2011年)～令和2年(2020年) (4)

F 令和3年(2021年)以降 (0)

G 不明 (30)

(n=286)

27%

24%

4%

21%

0%

24%

A 転居 (76)

B 施設入所 (66)

C  転勤や入院 (10)

D  死亡 (60)

E  新築時から住んでいない (1)

F  その他 (67)

(n=280)

テナント・入居者の退去、建物の

老朽化、建物付きで土地を購入し

たが未使用、近隣トラブル 等 
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③ 建物の取得理由 

空き家となっている建物の取得理由は、「相続」が 51％、「新築・中古の住宅を購入」が

40％となっており、相続による取得が過半数を占める結果となりました。 

 
図16 建物の取得理由(「空き家所有者等アンケート」より) 

④ 相続登記の状況 

相続により取得した空き家についての所有権移転登記は、「申請済(＝はい)」が 74％だっ

たのに対し、26％が「未申請(＝いいえ)」でした。また、「未申請」のうち、令和６年４月

からの相続登記の義務化について「知っている(＝はい)」との回答は 22％でした。 

 
図17 相続登記の申請状況(「空き家所有者等アンケート」より) 

  

 

 

 

 

図18 義務化の認知度(「空き家所有者等アンケート」より) 

22%

18%
51%

2%
7%

A 新築 (65)

B 中古 (51)

C 相続 (147)

D 贈与 (6)

E その他 (19)

(n=288)

74%

26%

A はい (107)

B いいえ (38)

(n=145)

相続未登記、わからない等 

22%

78%

A はい (8)

B いいえ (28)

(n=36)
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第２章 空き家の現状と課題 

⑤ 空き家となっている年数 

「空き家所有者等アンケート」では、空き家となってから３年以上が経過している建物

が 66％となっています。 

 
図19 空き家となっている年数(「空き家所有者等アンケート」より) 

 

⑥ 建物の活用意向 

今後５年程度のうちの空き家の活用について、所有者等の意向は、「売却又は賃貸する」

が 46％と高く、8％が「活用する予定なし」と回答しています。また、「わからない」との

回答が 21％となっています。 

 
図20 建物の活用意向(「空き家所有者等アンケート」より) 

 

31%

22%

23%

21%

3%

A 1年以上3年未満 (87)

B 3年以上5年未満 (60)

C 5年以上10年未満 (63)

D 10年以上 (59)

E 不明 (8)

(n=277)

46%

21%

8%

0%
4%

21% A 売却又は賃貸する (130)

B 解体する (59)

C 活用する予定なし (22)

D 寄付又は贈与する (1)

E 居住する (11)

F わからない (59)

(n=282)
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⑦ 売却・賃貸に向けた取組状況 

今後５年を目途に空き家の売却又は賃貸を希望する回答者のうち、「まだ何もしていな

い」が 40％と高く、利活用を希望しても、着手までに時間を要している傾向が伺えます。 

 
図21 売却・賃貸に向けた取組状況(「空き家所有者等アンケート」より) 

⑧ 北海道空き家情報バンク 

北海道が制度運営するウェブサイト「北海道空き家情報バンク14」について、「利用した

ことはない」が 99％だったのに対し、20％が今後「利用する」と回答しています。 

 

 

 

 

 

 

図 22 北海道空き家情報バンクの利用状況(「空き家所有者等アンケート」より) 

 

 

 

 

 

図 23 北海道空き家情報バンクの利用意向(「空き家所有者等アンケート」より) 

 
14北海道空き家情報バンク：北海道内の空き家及び空き地の有効活用を通して、移住・定住の促進や住宅ストックの循環利用

を図ることを目的として、道が制度を運営するインターネット上のウェブサイト。 

31%

22%7%

40%

A 募集中 (40)

B 募集の準備中 (28)

C 買い手・借り手が決定済み (9)

D まだ何もしていない (52)

(n=129)

1%

99%

A 利用したことがある・利

用中 (4)
B 利用したことはない

(270)

(n=274)

20%

80%

A 利用する (50)

B 利用するつもり

はない (205)

(n=255)
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第２章 空き家の現状と課題 

⑨ 建物の維持管理 

「空き家所有者等アンケート」では、建物の維持管理の頻度について、「年に数回」が

44％、「月に数回」が 28％等となっています。一方で、19％が「全くしていない」と回

答しており、管理不全の空き家となる可能性を有していることがわかりました。 

 
図24 建物の維持管理(「空き家所有者等アンケート」より) 

 

維持管理を行わない理由としては、30％が「費用を負担できないため」、「必要性を感

じないため」、28％が「遠方に住んでいるため」と回答しています。 

 

図25 建物の維持管理(「空き家所有者等アンケート」より) 

 

 

28%

44%

9%

19% A 月に数回 (76)

B 年に数回 (122)

C 数年に１回 (25)

D 全くしていない (53)

(n=276)

15

8

10

16

16

11

A 遠方に住んでいるため (28%)

B 体力的に困難なため (15%)

C 時間を確保できないため (19%)

D 費用を負担できないため (30%)

E 必要性を感じないため (30%)

F その他 (21%)

(n=53、複数回答可)

解体を計画中、裁判中 等
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⑩ 相談を希望する内容 

空き家に関して専門家への相談を希望する内容については、「土地・建物の売却や貸付

に関すること」が 51％で最も高く、次いで「建物の解体に関すること」が 30％、「土地・

建物の権利や相続に関すること」が 23％となっています。このことから、空き家を売却・

賃貸した場合の相場や、除却にかかる費用等の情報や相続に関する情報が不足している

ことが考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図26専門家に相談を希望する内容(「空き家所有者等アンケート」より) 

また、個別の意見からは、所有者等が、将来的な利活用や解体を希望していても着手

や実現まで時間を要する傾向や、時間の経過とともに課題が複雑化しやすい状況に直面

していることが確認されました。 

 

 

 

 

図27 所有者が抱える課題のイメージ 

以上のように、「空き家所有者等アンケート」では、築年数が旧耐震基準相当であるほ

か、空き家となって３年を超すとの回答が目立ち、空き家の発生や取得原因としては、

所有者の施設入所や死亡、相続関連の回答が約半数を占める結果となりました。 

このことから、多くの場合、高齢の所有者の住まいが空き家となり、本人または本人

に代わる家族等が空き家の利活用を希望していても、対応に時間や労力を割けない場合

や、困りごとを抱えていても相談に至らないことで具体的な行動につながっていかず、

管理不全な状態が生じる状況が想定されます。 

本人の
意向

家族の
意向

健康面の
リスク

建物の
経年劣化

維持管理
のコスト

処分の
コスト

相続・

権利関係

資産
価値

+α

148

67

39

22

84

9

8

26

49

61

3

A 土地・建物の売却や貸付に関すること (51%)

B 土地・建物の権利や相続に関すること (23%)

C 土地・建物の維持や管理に関すること (14%)

D 建物のリフォームに関すること (8%)

E 建物の解体に関すること (30%)

F 土地の境界に関すること (3%)

G 隣人とのトラブルに関すること (3%)

H 資金の準備や融資に関すること (9%)

I 家財処分に関すること (17%)

J 特に相談したいことはない (21%)

K その他 (1%)

(n=288、複数回答可)

税金に関すること 等
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第２章 空き家の現状と課題 

(２) 市へ寄せられる空き家の通報 

市では、毎年 90 件前後の空き家に関する通報を受理しています。 

寄せられる通報の大半は、「草木(繁茂・越境)」、「建物の不備(破損・飛散)」に関する

内容となっています。 

 
図28 市へ寄せられる空き家の通報 

 

 

(３) 本市における空き家の課題 

 本市の現状やこれまでの集計データから高齢者人口の増加や、築年数が経過した戸建て

の空き家の増加が見られ、「空き家所有者等アンケート」の結果からも、その傾向を確認す

ることができ、将来的な人口減少に比例して、空き家が増加していくことが懸念されます。 

このことから、 
 

空き家の発生を未然に防ぎ 

所有者による維持管理や利活用を促し 

空き家がもたらすリスクを軽減していく     
 

 ことが必要とされます。 
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(件) 
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第３章 これまでの取組と新たな計画に向けて 

１ これまでの取組状況 
本市においては、様々な問題を抱える空き家の解消に向けて体系的に取り組むため、

「空き家の発生抑制」「空き家の適切な管理」「空き家の有効活用」「管理不全な空き家へ

の対策」「実施体制の整備」の５つの取組方針に基づき、民間事業者等との連携強化を図

り、対策の実効性を高める取組の実施や新たな取組の検討などを行ってきました。 

表10 住宅の状況に応じた取組方針 

住宅の状況 取組方針 

人が住んでいる住宅 

 

 

 

 

取組方針１ 

空き家の発生抑制 

取組方針５ 

実施体制 

の整備 

空 き 家 

適切に管理されている 

空き家 

 

 

 

 

取組方針２ 

空き家の 

適切な管理 

取組方針３ 

空き家の 

有効活用 

管理不全な空き家 

(特定空家等を含む) 

 

 

 

 

取組方針４ 

管理不全な空き家への対策 

(特定空家等への措置) 
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第３章 これまでの取組と新たな計画に向けて 

(１) 第１次計画における取組内容 

第１次計画における「空き家の発生抑制」「空き家の適切な管理」「空き家の有効活用」

「管理不全な空き家への対策」「実施体制の整備」の５つの取組方針ごとに、取組状況に

ついて自己評価を行い、本市における空き家の現状を踏まえ、課題の整理を行います。 

表11 取組の進捗度及び総合評価(定義) 

進捗度 

◎：達成、完了(100％)○：予定通り進行(80％)△：一部遅延(50％)×：未着手、中止(0％) 

総合評価 進捗度平均 

A：目標の実現に向けた取組が着実に行っている 90％以上 

B：目標の実現に向けた取組を行っているが、更に進める余地がある 60％以上 90％未満 

C：目標の実現に向け、改善や手法などを検討する必要がある 60％未満 

 

① 取組方針１ 空き家の発生抑制 

広報紙やＳＮＳ(ソーシャル・ネットワーキング・サービス)15等を活用した情報発信と

ともに、専門家による空き家セミナーの開催等により空き家の管理責任者となる所有者

等に対する啓発事業に取り組んできました。 

表12 取組方針１「空き家の発生抑制」における施策と評価 

施策 《取組状況》     ():実績値 進捗度 総合評価 

１ 所有者等及び市民への意識醸成 

 《広く市民に向けた周知・啓発》 

・空き家の問題や対策に関する啓発リーフレットを作成 

・広報紙や市のホームページ、ＳＮＳ等による周知 

○ 

A 《現在の所有者及び将来の相続人に向けた周知・啓発》 

・所有者等向けセミナーを開催(計３回実施、47 人参加) ◎ 

《空き家の所有者に向けた周知・啓発》 

・固定資産税納税通知書に啓発チラシを同封(約 5 万件/年) ◎ 

２ 相続手続等の促進 

 《死亡届に合わせた案内文書の配布》 

・担当部署及び関係機関との連携による周知啓発の実施 
△  

 

B 
《空き家の譲渡所得の特別控除に関する特例措置に関する周知》 

・市ホームページによる周知 
○ 

 
15 ＳＮＳ

エスエヌエス

(Social
ソーシャル

 Networking
ネ ッ ト ワ ー キ ン グ

 Service
サ ー ビ ス

)：登録された利用者同士が交流できるウェブサイト上の会員制サービスのこと。 
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《相続登記の義務化に関する周知》 

・関係機関と連携した周知啓発の実施 

・空き家所有者等アンケートによる周知 

○ 
 

３ 相談窓口の周知 

 《総合的な相談窓口の設置》 

・市民生活課を窓口とする空き家に関する相談の受付 

(通報：約 90 件/年、利活用等の相談：約 70 件/年) 
◎ A 

４ 住宅の良質化の推進 

 《住宅耐震・リフォーム支援事業の実施》 

・住宅の改良に必要な資金について、金融機関から融資を 

 受けた市民を対象に利子の一部を補助 

(補助実績：約 85 件/年) 

◎ A 

概ね、計画どおり取組を進めていますが、空き家数は増加しており、「空き家所有者等ア

ンケート」では、60 代以上の方が回答者の７割を占めていることからも、空き家の所有者

等の多くが比較的高齢な世代であることを想定し、その年齢や状況に応じた情報提供のあ

り方を考える必要があります。 

以上のことから、課題を次のとおり整理します。 

課題１ 高齢所有者等に向けた対策について 

 少子高齢化と核家族化の進展により、本市においても空き家になる可能性が高い

住宅が増加傾向にあります。 

 「空き家所有者等アンケート」において、空き家の発生理由は「死亡」と「施設

入所」が大半を占めており、今後、高齢者のみの世帯が、将来自宅を空き家にし

ないための取組を進められるよう、所有者等への具体的な情報提供や意識啓発と

あわせて、地域で気軽に相談できる体制づくりが求められます。 

 

課題２ 住まいの円滑な継承に向けた対策 

 「空き家所有者等アンケート」において、相続により建物を取得している割合が

高く、全体的に空き家状態が⾧期化している傾向が見られます。 

 空き家の発生や⾧期化を防ぐためには、所有者が元気なうちから住まいを円滑に

引き継ぐための備えを行っておくことのほか、誰もが当事者となる可能性がある

ため、広く空き家の問題を周知し、住まいの継承や相続全般について相談できる

窓口を普及していく必要があります。 
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第３章 これまでの取組と新たな計画に向けて 

② 取組方針２ 空き家の適切な管理 

適切な管理が行われていない空き家は、防災、衛生、景観等において地域住民の生活

環境に悪影響を及ぼすことから、空き家の所有者等へ啓発や注意喚起を行い、管理不全

な状況になる前に、専門家団体等の相談先を案内することで、土地や建物の売却・賃貸、

空き家の有効活用ができるよう所有者の支援に取り組んできました。 

表13 取組方針２「空き家の適切な管理」における施策と評価 

施策 《取組状況》     ():実績値 進捗度 総合評価 

１ 空き家データベースの充実 

 

 

《空き家データベースの充実》 

・実態調査や市民からの情報提供により把握した空き家の 

情報をデータベースに蓄積・更新 

・対応記録作成による管理不全空き家の継続的管理の実施 

○ 
A 

《個人情報の適切な管理》 

・法令を遵守した個人情報の取扱いの実施 ◎ 

２ 適切な管理への意識醸成 

 《広報やホームページ、パンフレットによる周知・啓発》 

・空き家の問題や対策について、リーフレットを作成 

・広報紙や市のホームページ、ＳＮＳ等による周知 
◎ 

A 
《固定資産税納税通知書同封文書による情報提供》 

・固定資産税納税通知書に空き家の適切な管理や相談先に 

関する啓発チラシを同封(約 5 万件/年) 
◎ 

３ 庁内連携体制による取組 

 《空き家対策連絡会議の開催》 

・庁内の７部 11 課を主な構成員とする「空き家対策連絡 

 会議」による特定空家等や管理不全の空き家に関する 

情報共有と連携による対応を実施 

○ Ｂ 

４ 地域における相談機会の提供 

 《地域における相談機会の提供》 

・空き家の所有者等に向けた相談会を年１回、市内で開催 

 (令和 2 年度から計 4 回実施、49 組参加) 

・北海道が主催する「北海道空き家相談会」(札幌会場)に 

参加し、市外在住者に相談機会を提供 

(令和元年度から計５回参加、30 組参加) 

◎ A 
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この度 5 年ぶりに行った実態調査の結果、空き家データベースの内容が大幅な更新と

なりました。一方、調査を行わない年には、部分的な更新に留まっていることから、実態

把握の精度の保持が課題となっています。 

また、適切な管理意識の醸成に向けて、文書やインターネット等を通じた情報発信を

行っているところですが、不良度の高い空き家が増加傾向にあることから、更なる対策

の強化が求められるものと考えます。 

以上のことから、課題を次のとおり整理します。 

課題１ 初期段階における空き家の把握 

 空き家の管理は、所有者等が自らの責任で適切に対応することが前提になります。

建物の経年劣化や問題の複雑化などを防ぐためには、早い段階からの対策が有効

のため、行政内部の連携により、空き家の早期把握に努め、所有者等へ働きかけ

を行う必要があります。 

 行政内部に留まらず、地域住民などと連携を図り、それぞれの役割分担のもと、

地域の空き家情報を把握し、安心して住み続けられるまちづくりを進める必要が

あります。 

 

課題２ 適切な管理の普及啓発 

 不良度ランク A の空き家が減少して、不良度ランク B 以上の空き家が増加傾向に

あることから、引き続き所有者等に向けて、法による措置に至ることのないよう

空き家の放置に伴う不利益性や当事者として果たすべき役割と責任の自覚を促し

ていくことが必要です。 
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第３章 これまでの取組と新たな計画に向けて 

③ 取組方針３ 空き家の有効活用 

 空き家の有効活用については、協力団体の紹介や「北海道空き家情報バンク」による

民間市場における空き家の円滑な流通の促進に取り組みました。 

表14 取組方針３「空き家の有効活用」における施策と評価 

施策 《取組状況》  進捗度 総合評価 

１ 関係団体との連携の強化 

 

 

《協定団体との連携強化》 

・不動産関連団体３者(公益社団法人北海道宅地建物取引業 

協会苫小牧支部、公益社団法人全日本不動産協会北海道 

本部、特定非営利活動法人空き家・廃屋対策ネットワー 

ク)と協定を締結 

○ 

B 
《民間支援制度の情報提供》 

・金融機関等が行う解体や改修費用に対する金利優遇制度 

 やマイホーム借上げ制度について周知 

△ 

 《他の関係団体との連携検討》 

・札幌司法書士会と協定を締結 
○ 

２ 空き家情報バンクの活用促進 

 《「北海道空き家情報バンク」の周知及び登録の促進》 

・ホームページ、固定資産税納税通知同封チラシ、啓発 

リーフレットによる周知 

○ Ｂ 

３ 商業振興や移住促進の取組との連携 

 《空き家利活用促進に向けた情報発信》 

・「苫小牧市内空き店舗活用事業補助金」や「移住定住促進 

事業」と連携した空き家・空き店舗の情報発信の実施 

○ Ｂ 

計画に基づく取組を進めていく中で、空き家問題の解決には、幅広い分野の専門家への

相談が必要とされる場合が多いため、連携体制の充実が課題となっています。 

そのため、協力団体との意見交換等を通じて、よりよい連携体制の構築を目指していく

必要があります。 
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以上のことから、課題を次のとおり整理します。 

課題１ 官民連携による活用方策の推進 

 空き家の活用においては、民間活力の活用等が欠かせないことから、引き続き、

官民連携による活用方策を進めていく必要があります。 

 

課題２ 所有者等が空き家の有効活用を考えるための情報の提供 

 「空き家所有者等アンケート」によると、空き家の専門家へ相談を希望する内容

は、「土地・建物の売却や貸付」「建物の解体」「土地・建物の権利や相続」の順で

多い結果となっています。 

 このため、空き家を売却・賃貸した場合の相場や除却にかかる費用の情報等、利

活用に関する情報が不足していることが考えられ、今後、所有者等が空き家の有

効活用を考えるために必要な情報を積極的に提供することが求められます。 

 

課題３ 旧耐震基準の建物の除却や耐震改修の促進 

 「空き家所有者等アンケート」では、「空き家」と回答のあった建物のうち、59％

は、旧耐震基準が適用となる昭和 56 年(1981 年)5 月以前に建築されています。 

 耐震改修がされておらず、現在の耐震基準を満たさない建物についてはそのまま

での活用は難しく、除却や建替え、耐震改修の促進が必要となります。 
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第３章 これまでの取組と新たな計画に向けて 

④ 取組方針４ 管理不全な空き家への対策 

 空き家は、所有者等が自らの責任で適切に管理・対応することが前提になるため、周

辺の生活環境に悪影響を及ぼす空き家の所有者等に対して、市は積極的にアプローチを

行い、改善を促す取組を行っています。 

表15 取組方針４「管理不全な空き家への対策」における施策と評価 

施策 《取組状況》     ():実績値 進捗度 総合評価 

１ 空き家の解体・除却の促進 

 《除却を促進する制度の検討》 

・「空家等解体補助制度」により除却費用の一部を助成 

(令和元年度から通算 29 件を補助決定) 

○ B 

２ 苫小牧市特定空家等の判断基準の策定及び認定の実施 

 《特定空家等の判断基準の策定及び認定の実施》 

・判断基準について策定済(認定済３件) 
○ B 

３ 特定空家等に対する措置の実施 

 《法に基づく助言・指導等の実施》 

・法に基づき措置を実施(解決済２件、継続１件) 
○ B 

４ 応急措置 

 《必要最小限度の応急措置》 

・大雨や強風等の緊急時に対応する連携体制を構築済 ◎ A 

特定空家等に認定した建物への対応は一定の成果が出ていますが、不良度ランク C 及び

D ランクは 5 年前と比べて増加しています。 

特定空家等は、解決までに相当の時間や対応を要する事案であることが多く、法改正に

より国が新たに示す「管理不全空家等」に関する実施体制を整え、法に基づく措置に至る

前に空き家の管理不全状態の解消を目指す必要があります。 

また、「空家等解体補助制度」については、公費負担の効用と効果を分析し、制度のあり

方を精査していくことが必要とされます。 
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以上のことから、課題を次のとおり整理します。 

課題１ 法に基づく助言・指導等 

 管理不全な空き家に関する市への通報は、年間 90 件程寄せられており、内容も草

木の手入れのように繰り返し対応が必要なものから、建物の補修や除却のように

即事対応が必要なものまで幅広く、所有者等の迅速な対策により解決に至る場合

があれば、解決まで相当な時間を要する場合も少なくありません。 

 市内でも空き家が増えている中、安全で安心に暮らせる地域環境を保つため、通

報事案の解決を目指し、引き続き、事案に応じて、法に基づく助言や指導等を着

実に実施する必要があります。 

 

課題２ 自己対応困難所有者への対応 

 所有者側に管理をすべき意識はあっても、必要な情報や社会資源にアクセスでき

ないことで対応に至らない場合が見られることから、所有者等のニーズに応じた

情報提供や民間サービス事業者との協力体制を構築していく必要があります。 

 一方、相続人が不明もしくは不在である場合や、所有者に判断能力がない場合の

ように、自己対応が困難につき、管理不全となる恐れのある空き家や既に危険な

状態に陥っている空き家の管理について、相続財産清算人16の申立てや成年後見制

度17等、関連法令に基づく制度の適用を検討する必要があります。 

 

課題３ 補助・交付金の活用 

 管理不全な空き家の除却に対しては、国が実施する「空き家再生等推進事業」や

「空き家対策総合支援事業」等の交付金の活用を検討し、対策を推進する必要が

あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
16 相続財産清算人(相続財産管理人)：相続人がいない相続財産(遺産)を最終的に国庫へ帰属させる役割を担う人のこと。 

17 成年後見制度：認知症・知的障がい・精神障がいなどによって、ひとりで法律行為を行うことが難しい状況の人に対し、

援助者を選び、法的に支援する制度。 
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第３章 これまでの取組と新たな計画に向けて 

⑤ 取組方針５ 実施体制の整備 

 様々な問題が関係する空き家対策を円滑に進めるため、住宅の状況に応じ、関係する

多様な主体が連携する体制を整備しています。 

表16 取組方針５「実施体制の整備」における施策と評価 

施策 《取組状況》     ():実績値 進捗度 総合評価 

１ 空き家に関する市の相談体制 

 《市の総合相談窓口》 

・空き家に関する市の総合相談窓口を市民生活課に開設 

・制度説明や専門家団体等の相談先の紹介、所有者への 

適切な管理の依頼等を実施 

○ B 

２ 庁内連携体制の整備 

 《空き家対策連絡会議の開催》 

・庁内の７部 11 課を主な構成員とする「空き家対策連絡 

 会議」による特定空家等や管理不全の空き家に関する 

情報共有と連携による対応を実施 

○ B 

３ 苫小牧市空家等対策委員会 

 《地域住民・学識経験者・各分野の専門家による委員会の設置》 

・外部委員 8 人で構成される委員会において意見交換・ 

取組の検証を実施 

○ B 

４ 関係団体・機関との連携 

 《関係団体・NPO 法人等との連携の強化による問題の解決》 

・総合相談窓口への連携協力 

・セミナー、相談会の協力開催 

・所有者等の存在・不存在が明らかでない空き家や、権利 

関係の整理が必要な空き家の処遇に関する助言・相談や 

相続財産清算人の協力 

○ B 

概ね計画どおり取組を進めていますが、空き家に関する市の相談体制については、空き

家と空き地の対応部署の一元化の推進が国の方針で示されていることから、今後、内部検

討を行う必要があります。 

 また、法改正により新たに創設された「空家等管理活用支援法人」による支援体制のあ

り方や「管理不全空家等」に対応する実施体制を検討する必要があります。 
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以上のことから、課題を次のとおり整理します。 

課題１ 進行管理の視点への転換 

 実施体制については、基礎となる部分の整備は完了したものと捉え、今後は計画

期間中における適切な執行を期すため、進行管理の視点を備えることが必要と考

えます。また、進行管理の過程において、計画に見直しの必要性が高まった場合に

は、適宜修正を加え、計画の実行性を確保していきます。 

 

課題２ 空き家と所有者不明土地等対策の一体化・総合的推進 

 空き家の問題と同様に、所有者不明土地等は人口減少等により増加が見込まれ、

対策の強化が急務となっています。 

 地域においては空き家と所有者不明土地等が混在していることから、両対策の連

携を進めることが求められており、今後の推進体制の検討が必要となっています。 

 

(２) 第１次計画における目標の達成状況 

第 1 次計画においては、空家等実態調査に基づく不良度ランク C・D の空き家数を増

加させないことを目標としていましたが、今回の実態調査の結果からは、不良度ランク

C・D の空き家について合計 51 件の増加が確認されました。 

この要因には、地域全体における空き家の増加や空き家の管理不全状態の⾧期化が考

えられることから、引き続き、対策の強化を図る必要があります。 

表17 第１次計画における目標の達成状況 

目 標:空家等実態調査に基づく不良度ランク C・D の空家等数を増加させない 

実 績: 

 

 

 

 

不良度 

ランク 
平成 29 年度 
(2017 年度)(件) 

令和 4 年度 
(2022 年度)(件) 

増減 
  (件) 

C 110  151  + 41  

D 29  39  + 10  
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第２次苫小牧市空家等対策計画 

取組方針 

(１)空き家の発生抑制 

(２)空き家の適切な管理 

(３)空き家の有効活用 

(４)管理不全な空き家への対策 

 進行管理 へ  

第１次苫小牧市空家等対策計画 

取組方針 

(１)空き家の発生抑制 

(２)空き家の適切な管理 

(３)空き家の有効活用 

(４)管理不全な空き家への対策 

 

(５)実施体制の整備 

第３章 これまでの取組と新たな計画に向けて 

２ 新たな計画に向けて 
(１) 新たな計画への反映 

 第１次計画に基づき取り組んできた施策や、これまで分析した課題について、今後の取組方

針や施策に反映し、本市における空き家対策を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

図29 計画への反映 

(２) 目指す地域社会の姿 
 本市において、空き家対策により実現を目指す地域社会の姿を「安全・安心で快適に暮ら

すまち とまこまい」とし、これを基本目標とします。 
 

(３) 基本的な考え方 

 本計画においては、第１次計画に定めた取組方針を継承することとし、引き続き、空

き家の所有者等による管理や活用を原則とした対策を進めます。 

対策の推進にあたっては、空き家に関係する人や組織の一層の連携により対策の強化

を図るとともに、進行管理の視点から成果指標と目標値を設定し、計画の着実な実施を

目指します。 

なお、法改正により導入される「管理不全空家等」の取扱いについては、今後、国の

ガイドラインを参照し、本市における対処方針等を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図30 基本的な考え方 

継続 

見直し 

現状・実態把握 
(地域の住環境への影響) 

課 題

多様なニーズ
複雑化する問題

対策の
推 進

相談しやすい体制づくり
連携による対応の強化
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管理不全な空き家については、所有者等や法定相

続人について調査し、所有者等の特定に努めます。

所有者等に対しては、状況の改善に向けた働きかけ

を行い、保安上危険となるおそれのある状態の空き

家については、庁内関係部署からなる「空き家対策

連絡会議」や各部門の専門家等で構成される「苫小

牧市空家等対策委員会」で審議を行った上で、特定

空家等を認定し、措置を行います。 

第４章 新たな計画の取組方針と施策 

１ 基本目標 
 

２ 取組方針  住宅の段階に応じて、対策の取組方針を次のように設定します。 

 
図31 計画の取組方針 

段階 

空き家の増加傾向を踏まえ、所有者等が居住してい

るうちに、法律の専門家や事業者などと連携し、所有

者等が住まいの継承に備えやすいような環境を整備

し、空き家の発生を抑制していきます。 

課題 
人
が
住
ん
で
い
る
住
宅 

予想される 

空き家の増加 

取組方針１ 空き家の発生抑制 

人
が
住
ん
で
い
な
い
住
宅 

耐震性の問題 

 

利活用に向けた

情報の普及 

効果的に空き家対策を進めていくためには、空き家

の状況を把握することが必要なため、地域コミュニ

ティ等とも連携し、継続的に空き家の発生・解消状況

の把握に努め、空き家の適切な管理の促進を図りま

す。 

また、所有者等が円滑に自らの責任と負担で、空き

家の適切な管理を行えるよう、セミナー等による意識

啓発を行い、情報提供や相談体制の整備を進めます。 

利
用
可
能
な
空
き
家 

早期発見 

早期対応 

一定の市場性を有する腐朽・破損度の低い空き家

は、流通を通した利活用による促進が求められます。

そのままでは居住に適さない旧耐震基準の住宅に関

しては、改修や除却を支援し、流通の促進を図ります。 

また、人口減少やまちなかの活性化などの社会問題

の解決に向けた空き家の活用を図ります。 

(

特

定

空

家

等

含

む

) 

管
理
不
全
な
空
き
家 

助言・指導の 

着実な実施 

 

自己対応困難者

への対応 

等 

取組方針３ 空き家の有効活用 

取組方針４ 管理不全な空き家への対策 

 

取組方針２ 空き家の適切な管理 
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第４章 新たな計画の取組方針と施策 

３ 施策の体系 
 それぞれの取組方針に応じて、空き家に関わる人や組織の連携を軸に施策を展開します。 

表18 施策の全体像 

基本目標 取組方針 施策 所有者等 

安 

全 
 

安 

心 
 

快 

適 
 

暮 
 

 
 

  
 

 
 

 
 

１ 

空き家の発生抑制 

１－１ 

住まいの将来に備える 

取組の普及 

①老後の住まいと自宅の将来の利活用方針 

(維持または売却)を検討 

・住宅の資産価値や維持経費の把握 

・相談会、セミナーへの参加 

②住まいの定期的な維持管理 

・維持修繕費用の計画的な確保 

・耐震化や省エネ化、⾧寿命化の実施 

・家財等の整理 

１－２ 

支えあいによる安全・ 

安心な地域づくり 

①町内会・自治会活動への参加 

・連絡先の情報提供 

 

２ 

空き家の適切な管理 

２－１ 

空き家の実態把握 
①所有者等の責務の理解 

・空き家の状態の把握 

・緊急時の備えとして連絡先の提供 

(地域コミュニティ・市) 

２－２ 

空き家の適切な管理 

の促進 

①所有者等による適切な管理 

・空き家の定期的な管理の実施 

・家財等の整理 

・防犯対策の実施 

３ 

空き家の有効活用 
３－１ 

流通を通した利活用 

の促進 

①活用方針(売却、賃貸、除却等)の決定 

・関係団体へ相談 

・相談会、セミナーへの参加 

②中古住宅・住宅用地としての活用 

・建物状況調査(インスペクション)の実施 

・物件情報の提供 

・税控除の手続き 

 

３－２ 

社会課題の解決に 

役立つ有効活用 

①中古住宅・住宅用地としての活用 

・物件情報の提供 

 

 

４ 

管理不全な空き家 

への対策(特定空家等 

含む) 

４ 

適切に管理が行われて 

いない空き家の解消 

①管理不全の解消 

・助言等の順守 

・改修、除却又は売却の選択 

連携 
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地域コミュニティ 関係団体等 苫小牧市 

①空き家問題の周知 

・市や関係団体等の支援 

 による地域での空き家 

問題の啓発 

①相談体制の充実 

・総合相談窓口への協力 

・セミナーの開催 

・住まいの将来について気軽に 

 相談できる場づくり 

・資産活用に関する支援 

①住まいの将来に備える情報の発信 

・広報紙、ホームページ、通知書 等 

・相談会・セミナーの開催 

②空き家に関する市の窓口の一元化 

・関係団体と連携した総合相談窓口の設置 

③住宅の安全性を高める支援 

・住宅耐震・リフォームへの支援 

 

①地域の状況把握 

・高齢者のみの世帯の把握 

と見守り 

・空き家対策の検討 

 ①住環境の維持向上 

・地域コミュニティでの連携体制の構築 

②持ち家高齢者に向けた支援 

・意向調査・情報提供の実施 

①空き家の見守り 

・見守り等による空き家の 

 早期把握 

・所有者等の緊急連絡先の 

 把握 

 ①空き家の把握 

・市民や地域コミュニティ、所有者等から 

寄せられる空き家情報のデータベース 

管理 

・効率的な実態把握の手法の検討 

①空き家の管理支援 

・警察や消防との連携に 

よる見守り活動の実施 

①適切な管理に関する支援 

・総合相談窓口への協力 

・建物点検、通気・換気等 

空き家管理サービスの提供 

①適切な管理の普及啓発 

・広報紙、ホームページ、通知書 等 

②空き家の管理支援策の検討 

・所有者等による空き家管理支援の検討 

①空き家の管理支援 

・市への空き家情報の提供 

・警察や消防との連携に 

よる見守り活動の実施 

①相談体制の充実 

・総合相談窓口への協力 

・住宅の売却や賃貸等を気軽に 

相談できる場づくり 

②中古住宅・住宅用地としての 

流通支援 

・建物状況調査(インスペクショ 

ン)、不動産鑑定等への協力 

①空き家の利活用に向けた支援 

・利活用に向けた相談支援・情報提供 

・旧耐震基準の木造住宅の安全確認 

・北海道空き家情報バンクの利用促進 

・大規模空き建築物対策の検討 

②税制措置の周知による活用促進 

・「空き家の譲渡所得 3,000 万円特別控除」 

・「低未利用土地の適切な利用・管理を促進 

するための特例措置」 

 ①中古住宅・住宅用地としての 

流通支援 

・建物状況調査(インスペクショ 

ン)、不動産鑑定等への協力 

①移住促進に向けた取組 

・物件情報の提供 

②中小企業振興に向けた取組 

・空き店舗の活用支援 

①空き家の見守り 

・所有者等の緊急連絡先の 

把握 

①対象となった物件所有者等との 

相談、流通の支援 

・権利関係の整理協力 

・流通の相談、仲介 

①管理不全な空き家の把握 

・通報、相談の受付 

②管理不全の解消策の提案 

③法改正への対応 

④特定空家等の対応 

連携 連携 連携 
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第４章 新たな計画の取組方針と施策 

４ 具体的施策 
本計画における取組方針ごとに、施策及び取組項目を以下に示します。 

取組方針１ 空き家の発生抑制 

施策１－１ 住まいの将来に備える取組の普及 

①住まいの将来に備える情報の発信 
多くの場合、所有者にとって家や土地は大切な資産ですが、空き家になれ

ば、維持管理や売却に備えた権利関係の整理など問題が山積みとなります。 

相続等により思わぬタイミングで資産の引継ぎが発生する可能性もあり、

空き家の問題は、現在の所有者だけでなく、相続人にも及ぶことになるため、

市は、広く市民に住まいの将来に備える意義を伝え、令和６年４月に施行さ

れる改正民法における相続登記の義務化規定の周知のほか、空き家リスク等

の意識啓発・働きかけに取り組みます。 

②空き家に関する市の窓口の一元化 
将来、自宅を空き家にしないために想定しておくべきことや、どのような

公的支援があるかといった相談等に対応するため、空き家相談に関する市の

窓口を一元化し、関連する専門家団体と連携して対応にあたります。 

③住宅の安全性を高める支援 
将来、自宅を中古住宅として売却を考える際には、耐震診断や耐震改修工

事を行っておくことが望まれます。市では、空き家となる前に耐震化やリ

フォームの支援を行うことで住宅の安全性を高める支援を行います。 

施策１－２ 支えあいによる安全・安心な地域づくり 

①住環境の維持向上 
空き家は、不法投棄や不審者の出入りなどのリスクを抱えることになり、

所有者だけでなく、地域全体にとっても防犯の対策が求められます。 

災害などの緊急時や樹木の越境などによる思いがけないトラブルに備え、

所有者等が地域コミュニティとの連絡を保てるよう働きかけを行います。 

②持ち家高齢者に向けた支援 
持ち家を所有するひとり暮らしの高齢者を対象に啓発活動や意向調査を行

い、意向に応じた情報提供を行い、家に関する不安の解消を図ります。 

取組項目 

■ 広報、啓発冊子、通知書、ホームページ等による情報発信 

■ 固定資産税納税通知書への啓発チラシの同封 

■ セミナー、相談会の開催 

■ 総合相談窓口の設置・周知 

■ 住宅耐震・リフォーム支援事業の実施 
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取組方針２ 空き家の適切な管理 

施策２－１  空き家の実態把握 

①空き家の把握 
空き家の数や分布は変化し続けることから、その状況を把握するため、市

民や地域コミュニティ団体(町内会・自治会等)から総合相談窓口へ寄せられ

る空き家に関する情報をデータベースに蓄積します。 

また、初期段階での空き家の把握を実現するために、研究機関や先進自治

体の取組を参考に、効率的かつ効果的で、より精度の高い実態把握の手法を

検討します。 

施策２－２ 空き家の適切な管理の促進 

①適切な管理の普及啓発 
令和５年４月に施行された改正民法における相隣関係規定(竹木の切除等)

のほか、所有者等が住宅を管理するためのチェックリストや、地域が空き家

を見守る際のポイントを啓発冊子にまとめ、ホームページ等で公表します。 

②空き家の管理支援策の検討 
住宅の適切な管理や家財の整理等は専門家による支援で効果的に進めるこ

とができるため、事業者が提供するサービスについて周知や活用の支援を検

討します。 

取組項目 

■ 総合相談窓口の設置・周知 

■ 地域コミュニティ団体(町内会・自治会等)との連携体制の構築 

■ 空き家データベースの蓄積・更新 

■ 実態把握の手法の検討 

■ 管理に関する啓発冊子の作成・公表 

■ 空き家管理サービスの周知・活用支援の検討 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図32 空き家の総合相談窓口(イメージ) 

 

相談者 
空き家所有者 

相続予定者 

近隣住人 

後見人 等 
苫小牧市市民生活課 

相 談 

助 言 

制度の紹介 

協定団体・ 

協力事業者の紹介 

協定団体 

司法書士 宅地建物取引士 NPO 

事業協定 

による協力 
売却・賃貸・除却・ 

相続手続き等の支援 

データベース蓄積 

等 

依 頼 
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第４章 新たな計画の取組方針と施策 

 

取組方針３ 空き家の有効活用 

施策３－１ 流通を通した利活用の促進 

①空き家の利活用に向けた支援 
 旧耐震基準の一戸建て木造住宅について、建物の安全性の確認により利活

用の方向性を検討できるよう、無料耐震診断を行います。また、所有者等の

経済的事情等を背景に解体が進まない旧耐震基準の空き家について、解体費

用の一部を補助します。 

また、所有者等が十分な知識をもとに空き家の活用方針を検討できるよう、

専門家によるセミナーや相談会を開催するほか、関係機関が市外で開催する

相談会に参加し、遠方に居住する所有者等に向けた相談の機会を設けるとと

もに、「北海道空き家情報バンク」の利用促進に取り組みます。 

②税制措置の周知による活用促進 
 国は、個人が保有する低額な低未利用土地等を譲渡した場合の⾧期譲渡所

得の金額から 100 万円を控除する特例措置や、空き家の譲渡所得の 3,000 万

円特別控除の特例措置を実施しています。本市においては、当制度について

周知を図り、税控除に必要となる「低未利用土地等確認書」や「被相続人居

住用家屋等確認書」の円滑な交付事務に取り組みます。 

施策３－２ 社会課題の解決に役立つ有効活用 

①移住促進に向けた取組 
 本市の「苫小牧 UIJ ターン新規就業支援事業」等の移住促進事業において、

移住検討者の住まいの選択肢として、北海道空き家情報バンクや民間サイト

等により物件情報を提供し、空き家の利活用の促進に取り組みます。 

②中小企業振興に向けた取組 
新規開業者の物件探しに役立て、空き店舗の活用を促進するため、苫小牧

市商店街振興組合連合会と連携し、市内の空き店舗情報の発信に取り組みま

す。また、空き店舗を活用して集客に役立つ店舗等を開設する事業者等に対

して、店舗賃借料または店舗移転改装費の一部補助を行います。 

取組項目 

■ 一戸建て木造住宅の無料耐震診断の実施 

■ 空家等解体補助制度の実施 

■ セミナー、相談会の開催 

■ 広報、啓発冊子、通知書、ホームページ等による情報発信 

■ 北海道空き家情報バンクを活用した空き家情報の提供 

■ 空き店舗情報の発信、空き店舗活用事業補助金の実施 
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取組方針４ 管理不全な空き家への対策 

施策４ 適切に管理が行われていない空き家の解消 

①管理不全な空き家の把握 
 実態調査や市民からの通報等により把握した空き家については、必要に応

じて担当の職員が現地を確認し、所有者情報等については、固定資産課税台

帳の活用や登記簿謄本による調査、戸籍等の調査、近隣住民への聞き取り等

により把握し、所有者等が死亡している場合は、法定相続人について調査し、

所有者等の特定に努めます。 

②管理不全の解消策の提案 
 適切に管理が行われていない空き家の所有者等に対して、管理不全状況の

解消に向けた働きかけを行います。利活用の意向のある場合や権利関係の整

理のため、関係団体等と連携し、相談や調整及び専門家等の紹介を行い、適

切な管理を働きかけます。 

③法改正への対応 
 改正法により新たに規定される「管理不全空家等」について、国が示す指

針をもとに、本市における判断基準を策定するなど、今後国から示される考

えに基づき、適切に対応していきます。 

④特定空家等の対応 
 周辺に著しい影響を及ぼす空き家については、一定の判断基準に照らし、

各分野の専門家等で構成される「苫小牧市空家等対策委員会」や関係部署か

らなる「空き家対策連絡会議」から意見を聴取し、特定空家等の認定を慎重

に判断していきます。 

 また、特定空家等と認定した空き家については、法に基づく措置(助言・指

導、勧告、命令、代執行)を実施し、危険な状態の解消に努めます。 

取組項目 

■ 所有者の啓発・注意喚起文書の送付 

■ 総合相談窓口の設置 

■ 法に基づく措置 

■ 財産管理制度申立て等の検討 
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第４章 新たな計画の取組方針と施策 

５ 成果指標 
空き家対策に取り組むことで実現を目指す「安全・安心で快適に暮らすまち とまこまい」

の達成度を図るため、４つの取組方針に関連する成果指標を設定します。 

指標は、評価時点で定量的に測定が可能なものを設定します。 

表19 取組方針への成果指標の設定 

取組方針 成果指標 現状値 目標値 

１ 

空き家の発生抑制 空き家関連の情報発信の頻度 
年23 回 

令和 4 年度 
(2022 年度) 

年30 回 

空き家セミナーの参加者数 
年21 人 

令和 5 年度 
(2023 年度) 

年30 人 

２ 

空き家の適切な管理 
市の総合相談窓口へ寄せられる 

空き家に関する相談件数 

年73 件 
令和 4 年度 
(2023 年度) 

年100 件 

空き家相談会へ寄せられる 

空き家に関する相談件数 

年28 件 
令和 5 年度 
(2023 年度) 

年35 件 

３ 

空き家の有効活用 
北海道空き家情報バンクへの 

新規登録空き家件数 

年２件 
令和 5 年度 
(2023 年度) 

年10 件 

「被相続人居住用家屋等確認書」 

の発行件数 

年3 件 
令和 4 年度 
(2022 年度) 

年6 件 

４ 

管理不全な空き家 

への対策 

不良度ランク C・D の空き家の件数 

(年度末時点) 

190 件 
令和 4 年度 
(2022 年度) 

180 件 

上記の成果指標に掲げる目標の達成に向けては、空家等対策委員会において進捗管理を

行います。また、本計画に基づく空き家対策を計画的かつ継続的な実施により、空き家総

数の減少を目指し、最終的な目標値を設定します。 

 

              空き家の総数   1,494 件        1,350 件 

 

 

 

 

 

 

最終目標 
令和 10 年度 
(2028 年度) 

令和 4 年度 
(2022 年度) 
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第５章 計画の推進体制と進行管理 

 １ 計画の進捗状況の把握と評価 
 本計画を計画的かつ総合的に推進するため、計画に掲げる施策の進捗状況について検証

と評価を行い、さらなる推進につなげていく必要があるため、計画推進にあたっては、毎

年度評価指標を集約し、進捗状況を管理しながら把握していきます。 

 
図33 計画の進捗状況の把握と評価 

 

２ 計画の推進体制及び進行管理 
(１) 市の相談体制 

空き家の適切な管理や利活用及び周辺環境への影響等への対応を効果的に進めていく

ため、引き続き、市民生活課が総合窓口となり、相談内容に応じて関係部署及び機関との

連携により対応します。 

担 当 窓 口  苫小牧市役所 市民生活課 地域担当(庁舎４階) 

住 所 〒053-8722 北海道苫小牧市旭町４丁目５番６号 

電 話 ０１４４－３２－６３０３ 

ＦＡＸ番 号 ０１４４－３２－４３２２ 

メールアドレス siminseikatu@city.tomakomai.hokkaido.jp 

 

 (２) 庁内推進体制 

 組織間での空き家に関する情報の提供や共有を図ることを目的として、庁内の関係部局

により構成する「空き家対策連絡会議」において、空き家がもたらす諸問題の解決に向け、

防災、衛生、景観等多岐にわたる政策課題に横断的に対応します。 

総合政策部 政策推進課、まちづくり推進課 都市建設部 建築指導課、維持課 

財 政 部 資産税課 上下水道部 水道窓口課 

環境衛生部 環境生活課、ゼロごみ推進課 消 防 本 部 予防室 

市民生活部 市民生活課 そ の 他 必要に応じ、適宜追加 

 

計画

実施評価

改善
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第５章 計画の推進体制と進行管理 

(３) 空家等対策委員会 

 空き家対策は、地域住民の声や専門的な見地から対応する必要があることから、地域住

民・学識経験者・各分野の専門家等で構成される「苫小牧市空家等対策委員会」を継続し

ます。 

 また、本計画に掲げる各施策の検証結果と進捗については、対策委員会に報告するとと

もに、意見を踏まえて、次年度以降の施策見直しなど、内容の充実を図ります。 

 

(４) 関係団体・機関との連携 

 空き家所有者等への意識啓発や空き家の適切な管理、利活用、除却後の跡地利用など、多岐

に渡る空き家対策を総合的に推進するため、関係団体・NPO 法人等との連携を継続し、複合的

な問題を一つでも多く解決できるよう取り組みます。 
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(平成二十六年法律第百二十七号) 

第一章 総則 

(目的) 

第一条 この法律は、適切な管理が行われてい

ない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の

生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに

鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保護す

るとともに、その生活環境の保全を図り、あわ

せて空家等の活用を促進するため、空家等に関

する施策に関し、国による基本指針の策定、市

町村(特別区を含む。第十条第二項を除き、以下

同じ。)による空家等対策計画の作成その他の空

家等に関する施策を推進するために必要な事

項を定めることにより、空家等に関する施策を

総合的かつ計画的に推進し、もって公共の福祉

の増進と地域の振興に寄与することを目的と

する。 

(定義) 

第二条 この法律において「空家等」とは、建

築物又はこれに附属する工作物であって居住

その他の使用がなされていないことが常態で

あるもの及びその敷地(立木その他の土地に定

着する物を含む。第十四条第二項において同

じ。)をいう。ただし、国又は地方公共団体が所

有し、又は管理するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そ

のまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険と

なるおそれのある状態又は著しく衛生上有害

となるおそれのある状態、適切な管理が行われ

ていないことにより著しく景観を損なってい

る状態その他周辺の生活環境の保全を図るた

めに放置することが不適切である状態にある

と認められる空家等をいう。 

(国の責務) 

第三条 国は、空家等に関する施策を総合的に

策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 国は、地方公共団体その他の者が行う空家

等に関する取組のために必要となる情報の収

集及び提供その他の支援を行うよう努めなけ

ればならない。 

３ 国は、広報活動、啓発活動その他の活動を

通じて、空家等の適切な管理及びその活用の促

進に関し、国民の理解を深めるよう努めなけれ

ばならない。 

(地方公共団体の責務) 

第四条 市町村は、第七条第一項に規定する空

家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等

に関する対策の実施その他の空家等に関して

必要な措置を適切に講ずるよう努めなければ

ならない。 

２ 都道府県は、第七条第一項に規定する空家

等対策計画の作成及び変更並びに実施その他

空家等に関しこの法律に基づき市町村が講ず

る措置について、当該市町村に対する情報の提

供及び技術的な助言、市町村相互間の連絡調整

その他必要な援助を行うよう努めなければな

らない。 

(空家等の所有者等の責務) 

第五条 空家等の所有者又は管理者(以下「所有

者等」という。)は、周辺の生活環境に悪影響を

及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努める

とともに、国又は地方公共団体が実施する空家

等に関する施策に協力するよう努めなければ

ならない。 

(基本指針) 

第六条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等

に関する施策を総合的かつ計画的に実施する

ための基本的な指針(以下「基本指針」という。)

を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定

めるものとする。 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本

的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に

関する事項 

三 所有者等による空家等の適切な管理につ

いて指針となるべき事項 

四 その他空家等に関する施策を総合的かつ

計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を

定め、又はこれを変更するときは、あらかじめ、 
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関係行政機関の⾧に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を

定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。 

(空家等対策計画) 

第七条 市町村は、その区域内で空家等に関す

る対策を総合的かつ計画的に実施するため、基

本指針に即して、空家等に関する対策について

の計画(以下「空家等対策計画」という。)を定

めることができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事

項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及

び対象とする空家等の種類その他の空家等に

関する対策に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促

進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地(以

下「空家等の跡地」という。)の活用の促進に関

する事項 

六 特定空家等に対する措置(第二十二条第一

項の規定による助言若しくは指導、同条第二項

の規定による勧告、同条第三項の規定による命

令又は同条第九項から第十一項までの規定に

よる代執行をいう。以下同じ。)その他の特定空

家等への対処に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対

応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する

事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し

必要な事項 

３ 前項第五号に掲げる事項には、次に掲げる

区域内の区域であって、当該区域内の空家等の

数及びその分布の状況、その活用の状況その他

の状況からみて当該区域における経済的社会

的活動の促進のために当該区域内の空家等及

び空家等の跡地の活用が必要となると認めら

れる区域(以下「空家等活用促進区域」という。)

並びに当該空家等活用促進区域における空家

等及び空家等の跡地の活用の促進を図るため

の指針(以下「空家等活用促進指針」という。)

に関する事項を定めることができる。 

一 中心市街地の活性化に関する法律(平成十

年法律第九十二号)第二条に規定する中心市街

地 

二 地域再生法(平成十七年法律第二十四号)第

五条第四項第八号に規定する地域再生拠点 

三 地域再生法第五条第四項第十一号に規定

する地域住宅団地再生区域 

四 地域における歴史的風致の維持及び向上

に関する法律(平成二十年法律第四十号)第二条

第二項に規定する重点区域 

五 前各号に掲げるもののほか、市町村におけ

る経済的社会的活動の拠点としての機能を有

する区域として国土交通省令・総務省令で定め

る区域 

４ 空家等活用促進指針には、おおむね次に掲

げる事項を定めるものとする。 

一 空家等活用促進区域における空家等及び

空家等の跡地の活用に関する基本的な事項 

二 空家等活用促進区域における経済的社会

的活動の促進のために活用することが必要な

空家等の種類及び当該空家等について誘導す

べき用途(第十六条第一項及び第十八条におい

て「誘導用途」という。)に関する事項 

三 前二号に掲げるもののほか、空家等活用促

進区域における空家等及び空家等の跡地の活

用を通じた経済的社会的活動の促進に関し必

要な事項 

５ 空家等活用促進指針には、前項各号に掲げ

る事項のほか、特例適用建築物(空家等活用促進

区域内の空家等に該当する建築物(建築基準法

(昭和二十五年法律第二百一号)第二条第一号に

規定する建築物をいう。以下この項及び第九項

において同じ。)又は空家等の跡地に新築する建

築物をいう。次項及び第十項において同じ。)に

ついて第十七条第一項の規定により読み替え

て適用する同法第四十三条第二項(第一号に係

る部分に限る。次項において同じ。)の規定又は 
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第十七条第二項の規定により読み替えて適用

する同法第四十八条第一項から第十三項まで

(これらの規定を同法第八十七条第二項又は第

三項において準用する場合を含む。第九項にお

いて同じ。)の規定のただし書の規定の適用を受

けるための要件に関する事項を定めることが

できる。 

６ 前項の第十七条第一項の規定により読み

替えて適用する建築基準法第四十三条第二項

の規定の適用を受けるための要件(第九項及び

第十七条第一項において「敷地特例適用要件」

という。)は、特例適用建築物(その敷地が幅員

一・八メートル以上四メートル未満の道(同法第

四十三条第一項に規定する道路に該当するも

のを除く。)に二メートル以上接するものに限

る。)について、避難及び通行の安全上支障がな

く、かつ、空家等活用促進区域内における経済

的社会的活動の促進及び市街地の環境の整備

改善に資するものとして国土交通省令で定め

る基準を参酌して定めるものとする。 

７ 市町村は、第三項に規定する事項を定める

ときは、あらかじめ、当該空家等活用促進区域

内の住民の意見を反映させるために必要な措

置を講ずるものとする。 

８ 市町村(地方自治法(昭和二十二年法律第六

十七号)第二百五十二条の十九第一項の指定都

市及び同法第二百五十二条の二十二第一項の

中核市を除く。)は、第三項に規定する事項を定

める場合において、市街化調整区域(都市計画法

(昭和四十三年法律第百号)第七条第一項に規定

する市街化調整区域をいう。第十八条第一項に

おいて同じ。)の区域を含む空家等活用促進区域

を定めるときは、あらかじめ、当該空家等活用

促進区域の区域及び空家等活用促進指針に定

める事項について、都道府県知事と協議をしな

ければならない。 

９ 市町村は、空家等活用促進指針に敷地特例

適用要件に関する事項又は第五項の第十七条

第二項の規定により読み替えて適用する建築

基準法第四十八条第一項から第十三項までの

規定のただし書の規定の適用を受けるための

要件(以下「用途特例適用要件」という。)に関

する事項を記載するときは、あらかじめ、当該

事項について、当該空家等活用促進区域内の建

築物について建築基準法第四十三条第二項第

一号の規定による認定又は同法第四十八条第

一項から第十三項まで(これらの規定を同法第

八十七条第二項又は第三項において準用する

場合を含む。第十七条第二項において同じ。)の

規定のただし書の規定による許可の権限を有

する特定行政庁(同法第二条第三十五号に規定

する特定行政庁をいう。以下この項及び次項に

おいて同じ。)と協議をしなければならない。こ

の場合において、用途特例適用要件に関する事

項については、当該特定行政庁の同意を得なけ

ればならない。 

１０ 前項の規定により用途特例適用要件に

関する事項について協議を受けた特定行政庁

は、特例適用建築物を用途特例適用要件に適合

する用途に供することが空家等活用促進区域

における経済的社会的活動の促進のためにや

むを得ないものであると認めるときは、同項の

同意をすることができる。 

１１ 空家等対策計画(第三項に規定する事項

が定められたものに限る。第十六条第一項及び

第十八条第一項において同じ。)は、都市計画法

第六条の二の都市計画区域の整備、開発及び保

全の方針及び同法第十八条の二の市町村の都

市計画に関する基本的な方針との調和が保た

れたものでなければならない。 

１２ 市町村は、空家等対策計画を定めたとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

１３ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等

対策計画の作成及び実施に関し、情報の提供、

技術的な助言その他必要な援助を求めること

ができる。 

１４ 第七項から前項までの規定は、空家等対

策計画の変更について準用する。 

(協議会) 

第八条 市町村は、空家等対策計画の作成及び

変更並びに実施に関する協議を行うための協

議会(以下この条において「協議会」という。)
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を組織することができる。 

２ 協議会は、市町村⾧(特別区の区⾧を含む。

以下同じ。)のほか、地域住民、市町村の議会の

議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関

する学識経験者その他の市町村⾧が必要と認

める者をもって構成する。 

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営

に関し必要な事項は、協議会が定める。 

第二章 空家等の調査 

(立入調査等) 

第九条 市町村⾧は、当該市町村の区域内にあ

る空家等の所在及び当該空家等の所有者等を

把握するための調査その他空家等に関しこの

法律の施行のために必要な調査を行うことが

できる。 

２ 市町村⾧は、第二十二条第一項から第三項

までの規定の施行に必要な限度において、空家

等の所有者等に対し、当該空家等に関する事項

に関し報告させ、又はその職員若しくはその委

任した者に、空家等と認められる場所に立ち

入って調査をさせることができる。 

３ 市町村⾧は、前項の規定により当該職員又

はその委任した者を空家等と認められる場所

に立ち入らせようとするときは、その五日前ま

でに、当該空家等の所有者等にその旨を通知し

なければならない。ただし、当該所有者等に対

し通知することが困難であるときは、この限り

でない。 

４ 第二項の規定により空家等と認められる

場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す

証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、

これを提示しなければならない。 

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯

罪捜査のために認められたものと解釈しては

ならない。 

(空家等の所有者等に関する情報の利用等) 

第十条 市町村⾧は、固定資産税の課税その他

の事務のために利用する目的で保有する情報

であって氏名その他の空家等の所有者等に関

するものについては、この法律の施行のために

必要な限度において、その保有に当たって特定

された利用の目的以外の目的のために内部で

利用することができる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務

で市町村が処理するものとされているものの

うち特別区の存する区域においては都が処理

するものとされているもののために利用する

目的で都が保有する情報であって、特別区の区

域内にある空家等の所有者等に関するものに

ついて、当該特別区の区⾧から提供を求められ

たときは、この法律の施行のために必要な限度

において、速やかに当該情報の提供を行うもの

とする。 

３ 前項に定めるもののほか、市町村⾧は、こ

の法律の施行のために必要があるときは、関係

する地方公共団体の⾧、空家等に工作物を設置

している者その他の者に対して、空家等の所有

者等の把握に関し必要な情報の提供を求める

ことができる。 

(空家等に関するデータベースの整備等) 

第十一条 市町村は、空家等(建築物を販売し、

又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は賃貸

するために所有し、又は管理するもの(周辺の生

活環境に悪影響を及ぼさないよう適切に管理

されているものに限る。)を除く。以下この条、

次条及び第十五条において同じ。)に関するデー

タベースの整備その他空家等に関する正確な

情報を把握するために必要な措置を講ずるよ

う努めるものとする。 

第三章 空家等の適切な管理に係る措置 

(所有者等による空家等の適切な管理の促進) 

第十二条 市町村は、所有者等による空家等の

適切な管理を促進するため、これらの者に対し、

情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう

努めるものとする。 

(適切な管理が行われていない空家等の所有者等に

対する措置) 

第十三条 市町村⾧は、空家等が適切な管理が

行われていないことによりそのまま放置すれ

ば特定空家等に該当することとなるおそれの

ある状態にあると認めるときは、当該状態にあ

ると認められる空家等(以下「管理不全空家等」
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第二項第三号に掲げる事項に係る部分に限る。)

に即し、当該管理不全空家等が特定空家等に該

当することとなることを防止するために必要

な措置をとるよう指導をすることができる。 

２ 市町村⾧は、前項の規定による指導をした

場合において、なお当該管理不全空家等の状態

が改善されず、そのまま放置すれば特定空家等

に該当することとなるおそれが大きいと認め

るときは、当該指導をした者に対し、修繕、立

木竹の伐採その他の当該管理不全空家等が特

定空家等に該当することとなることを防止す

るために必要な具体的な措置について勧告す

ることができる。 

(空家等の管理に関する民法の特例) 

第十四条 市町村⾧は、空家等につき、その適

切な管理のため特に必要があると認めるとき

は、家庭裁判所に対し、民法(明治二十九年法律

第八十九号)第二十五条第一項の規定による命

令又は同法第九百五十二条第一項の規定によ

る相続財産の清算人の選任の請求をすること

ができる。 

２ 市町村⾧は、空家等(敷地を除く。)につき、

その適切な管理のため特に必要があると認め

るときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十

四条の八第一項の規定による命令の請求をす

ることができる。 

３ 市町村⾧は、管理不全空家等又は特定空家

等につき、その適切な管理のため特に必要があ

ると認めるときは、地方裁判所に対し、民法第

二百六十四条の九第一項又は第二百六十四条

の十四第一項の規定による命令の請求をする

ことができる。 

第四章 空家等の活用に係る措置 

(空家等及び空家等の跡地の活用等) 

第十五条 市町村は、空家等及び空家等の跡地

(土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販

売し、又は賃貸するために所有し、又は管理す

るものを除く。)に関する情報の提供その他これ

らの活用のために必要な対策を講ずるよう努

めるものとする。 

(空家等の活用に関する計画作成市町村の要請等) 

第十六条 空家等対策計画を作成した市町村

(以下「計画作成市町村」という。)の⾧は、空

家等活用促進区域内の空家等(第七条第四項第

二号に規定する空家等の種類に該当するもの

に限る。以下この条において同じ。)について、

当該空家等活用促進区域内の経済的社会的活

動の促進のために必要があると認めるときは、

当該空家等の所有者等に対し、当該空家等につ

いて空家等活用促進指針に定められた誘導用

途に供するために必要な措置を講ずることを

要請することができる。 

２ 計画作成市町村の⾧は、前項の規定による

要請をした場合において、必要があると認める

ときは、その要請を受けた空家等の所有者等に

対し、当該空家等に関する権利の処分について

のあっせんその他の必要な措置を講ずるよう

努めるものとする。 

(建築基準法の特例) 

第十七条 空家等対策計画(敷地特例適用要件

に関する事項が定められたものに限る。)が第七

条第十二項(同条第十四項において準用する場

合を含む。)の規定により公表されたときは、当

該公表の日以後は、同条第六項に規定する特例

適用建築物に対する建築基準法第四十三条第

二項第一号の規定の適用については、同号中「、

利用者」とあるのは「利用者」と、「適合するも

ので」とあるのは「適合するもの又は空家等対

策の推進に関する特別措置法(平成二十六年法

律第百二十七号)第七条第十二項(同条第十四項

において準用する場合を含む。)の規定により公

表された同条第一項に規定する空家等対策計

画に定められた同条第六項に規定する敷地特

例適用要件に適合する同項に規定する特例適

用建築物で」とする。 

２ 空家等対策計画(用途特例適用要件に関す

る事項が定められたものに限る。)が第七条第十

二項(同条第十四項において準用する場合を含

む。)の規定により公表されたときは、当該公表

の日以後は、同条第五項に規定する特例適用建

築物に対する建築基準法第四十八条第一項か

ら第十三項までの規定の適用については、同条 
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第一項から第十一項まで及び第十三項の規定

のただし書の規定中「特定行政庁が」とあるの

は「特定行政庁が、」と、「認め、」とあるのは「認

めて許可した場合」と、同条第一項ただし書中

「公益上やむを得ない」とあるのは「空家等対

策の推進に関する特別措置法(平成二十六年法

律第百二十七号)第七条第十二項(同条第十四項

において準用する場合を含む。)の規定により公

表された同条第一項に規定する空家等対策計

画に定められた同条第九項に規定する用途特

例適用要件(以下この条において「特例適用要件」

という。)に適合すると認めて許可した場合その

他公益上やむを得ない」と、同条第二項から第

十一項まで及び第十三項の規定のただし書の

規定中「公益上やむを得ない」とあるのは「特

例適用要件に適合すると認めて許可した場合

その他公益上やむを得ない」と、同条第十二項

ただし書中「特定行政庁が」とあるのは「特定

行政庁が、特例適用要件に適合すると認めて許

可した場合その他」とする。 

(空家等の活用の促進についての配慮) 

第十八条 都道府県知事は、第七条第十二項(同

条第十四項において準用する場合を含む。)の規

定により公表された空家等対策計画に記載さ

れた空家等活用促進区域(市街化調整区域に該

当する区域に限る。)内の空家等に該当する建築

物(都市計画法第四条第十項に規定する建築物

をいう。以下この項において同じ。)について、

当該建築物を誘導用途に供するため同法第四

十二条第一項ただし書又は第四十三条第一項

の許可(いずれも当該建築物の用途の変更に係

るものに限る。)を求められたときは、第七条第

八項の協議の結果を踏まえ、当該建築物の誘導

用途としての活用の促進が図られるよう適切

な配慮をするものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、国の行政機関の

⾧又は都道府県知事は、同項に規定する空家等

対策計画に記載された空家等活用促進区域内

の空家等について、当該空家等を誘導用途に供

するため農地法(昭和二十七年法律第二百二十

九号)その他の法律の規定による許可その他の

処分を求められたときは、当該空家等の活用の

促進が図られるよう適切な配慮をするものと

する。 

(地方住宅供給公社の業務の特例) 

第十九条 地方住宅供給公社は、地方住宅供給

公社法(昭和四十年法律第百二十四号)第二十一

条に規定する業務のほか、空家等活用促進区域

内において、計画作成市町村からの委託に基づ

き、空家等の活用のために行う改修、当該改修

後の空家等の賃貸その他の空家等の活用に関

する業務を行うことができる。 

２ 前項の規定により地方住宅供給公社が同

項に規定する業務を行う場合における地方住

宅供給公社法第四十九条の規定の適用につい

ては、同条第三号中「第二十一条に規定する業

務」とあるのは、「第二十一条に規定する業務及

び空家等対策の推進に関する特別措置法(平成

二十六年法律第百二十七号)第十九条第一項に

規定する業務」とする。 

(独立行政法人都市再生機構の行う調査等業務) 

第二十条 独立行政法人都市再生機構は、独立

行政法人都市再生機構法(平成十五年法律第百

号)第十一条第一項に規定する業務のほか、計画

作成市町村からの委託に基づき、空家等活用促

進区域内における空家等及び空家等の跡地の

活用により地域における経済的社会的活動の

促進を図るために必要な調査、調整及び技術の

提供の業務を行うことができる。 

(独立行政法人住宅金融支援機構の行う援助) 

第二十一条 独立行政法人住宅金融支援機構

は、独立行政法人住宅金融支援機構法(平成十七

年法律第八十二号)第十三条第一項に規定する

業務のほか、市町村又は第二十三条第一項に規

定する空家等管理活用支援法人からの委託に

基づき、空家等及び空家等の跡地の活用の促進

に必要な資金の融通に関する情報の提供その

他の援助を行うことができる。 

第五章 特定空家等に対する措置 

第二十二条 市町村⾧は、特定空家等の所有者

等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、

立竹木の伐採その他周辺の生活環境の保全を
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図るために必要な措置(そのまま放置すれば倒

壊等著しく保安上危険となるおそれのある状

態又は著しく衛生上有害となるおそれのある

状態にない特定空家等については、建築物の除

却を除く。次項において同じ。)をとるよう助言

又は指導をすることができる。 

２ 市町村⾧は、前項の規定による助言又は指

導をした場合において、なお当該特定空家等の

状態が改善されないと認めるときは、当該助言

又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限を

付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺

の生活環境の保全を図るために必要な措置を

とることを勧告することができる。 

３ 市町村⾧は、前項の規定による勧告を受け

た者が正当な理由がなくてその勧告に係る措

置をとらなかった場合において、特に必要があ

ると認めるときは、その者に対し、相当の猶予

期限を付けて、その勧告に係る措置をとること

を命ずることができる。 

４ 市町村⾧は、前項の措置を命じようとする

場合においては、あらかじめ、その措置を命じ

ようとする者に対し、その命じようとする措置

及びその事由並びに意見書の提出先及び提出

期限を記載した通知書を交付して、その措置を

命じようとする者又はその代理人に意見書及

び自己に有利な証拠を提出する機会を与えな

ければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交

付を受けた日から五日以内に、市町村⾧に対し、

意見書の提出に代えて公開による意見の聴取

を行うことを請求することができる。 

６ 市町村⾧は、前項の規定による意見の聴取

の請求があった場合においては、第三項の措置

を命じようとする者又はその代理人の出頭を

求めて、公開による意見の聴取を行わなければ

ならない。 

７ 市町村⾧は、前項の規定による意見の聴取

を行う場合においては、第三項の規定によって

命じようとする措置並びに意見の聴取の期日

及び場所を、期日の三日前までに、前項に規定

する者に通知するとともに、これを公告しなけ

ればならない。 

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際し

て、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠

を提出することができる。 

９ 市町村⾧は、第三項の規定により必要な措

置を命じた場合において、その措置を命ぜられ

た者がその措置を履行しないとき、履行しても

十分でないとき又は履行しても同項の期限ま

でに完了する見込みがないときは、行政代執行

法(昭和二十三年法律第四十三号)の定めるとこ

ろに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又

は第三者をしてこれをさせることができる。 

１０ 第三項の規定により必要な措置を命じ

ようとする場合において、過失がなくてその措

置を命ぜられるべき者(以下この項及び次項に

おいて「命令対象者」という。)を確知すること

ができないとき(過失がなくて第一項の助言若

しくは指導又は第二項の勧告が行われるべき

者を確知することができないため第三項に定

める手続により命令を行うことができないと

きを含む。)は、市町村⾧は、当該命令対象者の

負担において、その措置を自ら行い、又はその

命じた者若しくは委任した者(以下この項及び

次項において「措置実施者」という。)にその措

置を行わせることができる。この場合において

は、市町村⾧は、その定めた期限内に命令対象

者においてその措置を行うべき旨及びその期

限までにその措置を行わないときは市町村⾧

又は措置実施者がその措置を行い、当該措置に

要した費用を徴収する旨を、あらかじめ公告し

なければならない。 

１１ 市町村⾧は、災害その他非常の場合にお

いて、特定空家等が保安上著しく危険な状態に

ある等当該特定空家等に関し緊急に除却、修繕、

立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を

図るために必要な措置をとる必要があると認

めるときで、第三項から第八項までの規定によ

り当該措置をとることを命ずるいとまがない

ときは、これらの規定にかかわらず、当該特定

空家等に係る命令対象者の負担において、その

措置を自ら行い、又は措置実施者に行わせるこ
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とができる。 

１２ 前二項の規定により負担させる費用の

徴収については、行政代執行法第五条及び第六

条の規定を準用する。 

１３ 市町村⾧は、第三項の規定による命令を

した場合においては、標識の設置その他国土交

通省令・総務省令で定める方法により、その旨

を公示しなければならない。 

１４ 前項の標識は、第三項の規定による命令

に係る特定空家等に設置することができる。こ

の場合においては、当該特定空家等の所有者等

は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはなら

ない。 

１５ 第三項の規定による命令については、行

政手続法(平成五年法律第八十八号)第三章(第

十二条及び第十四条を除く。)の規定は、適用し

ない。 

１６ 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家

等に対する措置に関し、その適切な実施を図る

ために必要な指針を定めることができる。 

１７ 前各項に定めるもののほか、特定空家等

に対する措置に関し必要な事項は、国土交通省

令・総務省令で定める。 

第六章 空家等管理活用支援法人 

(空家等管理活用支援法人の指定) 

第二十三条 市町村⾧は、特定非営利活動促進

法(平成十年法律第七号)第二条第二項に規定す

る特定非営利活動法人、一般社団法人若しくは

一般財団法人又は空家等の管理若しくは活用

を図る活動を行うことを目的とする会社で

あって、次条各号に掲げる業務を適正かつ確実

に行うことができると認められるものを、その

申請により、空家等管理活用支援法人(以下「支

援法人」という。)として指定することができる。 

２ 市町村⾧は、前項の規定による指定をした

ときは、当該支援法人の名称又は商号、住所及

び事務所又は営業所の所在地を公示しなけれ

ばならない。 

３ 支援法人は、その名称若しくは商号、住所

又は事務所若しくは営業所の所在地を変更す

るときは、あらかじめ、その旨を市町村⾧に届

け出なければならない。 

４ 市町村⾧は、前項の規定による届出があっ

たときは、当該届出に係る事項を公示しなけれ

ばならない。 

(支援法人の業務) 

第二十四条 支援法人は、次に掲げる業務を行

うものとする。 

一 空家等の所有者等その他空家等の管理又

は活用を行おうとする者に対し、当該空家等の

管理又は活用の方法に関する情報の提供又は

相談その他の当該空家等の適切な管理又はそ

の活用を図るために必要な援助を行うこと。 

二 委託に基づき、定期的な空家等の状態の確

認、空家等の活用のために行う改修その他の空

家等の管理又は活用のため必要な事業又は事

務を行うこと。 

三 委託に基づき、空家等の所有者等の探索を

行うこと。 

四 空家等の管理又は活用に関する調査研究

を行うこと。 

五 空家等の管理又は活用に関する普及啓発

を行うこと。 

六 前各号に掲げるもののほか、空家等の管理

又は活用を図るために必要な事業又は事務を

行うこと。 

(監督等) 

第二十五条 市町村⾧は、前条各号に掲げる業

務の適正かつ確実な実施を確保するため必要

があると認めるときは、支援法人に対し、その

業務に関し報告をさせることができる。 

２ 市町村⾧は、支援法人が前条各号に掲げる

業務を適正かつ確実に実施していないと認め

るときは、支援法人に対し、その業務の運営の

改善に関し必要な措置を講ずべきことを命ず

ることができる。 

３ 市町村⾧は、支援法人が前項の規定による

命令に違反したときは、第二十三条第一項の規

定による指定を取り消すことができる。 

４ 市町村⾧は、前項の規定により指定を取り

消したときは、その旨を公示しなければならな

い。 
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(情報の提供等) 

第二十六条 国及び地方公共団体は、支援法人

に対し、その業務の実施に関し必要な情報の提

供又は指導若しくは助言をするものとする。 

２ 市町村⾧は、支援法人からその業務の遂行

のため空家等の所有者等を知る必要があると

して、空家等の所有者等に関する情報(以下この

項及び次項において「所有者等関連情報」とい

う。)の提供の求めがあったときは、当該空家等

の所有者等の探索に必要な限度で、当該支援法

人に対し、所有者等関連情報を提供するものと

する。 

３ 前項の場合において、市町村⾧は、支援法

人に対し所有者等関連情報を提供するときは、

あらかじめ、当該所有者等関連情報を提供する

ことについて本人(当該所有者等関連情報に

よって識別される特定の個人をいう。)の同意を

得なければならない。 

４ 前項の同意は、その所在が判明している者

に対して求めれば足りる。 

(支援法人による空家等対策計画の作成等の提案) 

第二十七条 支援法人は、その業務を行うため

に必要があると認めるときは、市町村に対し、

国土交通省令・総務省令で定めるところにより、

空家等対策計画の作成又は変更をすることを

提案することができる。この場合においては、

基本指針に即して、当該提案に係る空家等対策

計画の素案を作成して、これを提示しなければ

ならない。 

２ 前項の規定による提案を受けた市町村は、

当該提案に基づき空家等対策計画の作成又は

変更をするか否かについて、遅滞なく、当該提

案をした支援法人に通知するものとする。この

場合において、空家等対策計画の作成又は変更

をしないこととするときは、その理由を明らか

にしなければならない。 

(市町村⾧への要請) 

第二十八条 支援法人は、空家等、管理不全空

家等又は特定空家等につき、その適切な管理の

ため特に必要があると認めるときは、市町村⾧

に対し、第十四条各項の規定による請求をする

よう要請することができる。 

２ 市町村⾧は、前項の規定による要請があっ

た場合において、必要があると認めるときは、

第十四条各項の規定による請求をするものと

する。 

３ 市町村⾧は、第一項の規定による要請が

あった場合において、第十四条各項の規定によ

る請求をする必要がないと判断したときは、遅

滞なく、その旨及びその理由を、当該要請をし

た支援法人に通知するものとする。 

第七章 雑則 

第二十九条 国及び都道府県は、市町村が行う

空家等対策計画に基づく空家等に関する対策

の適切かつ円滑な実施に資するため、空家等に

関する対策の実施に要する費用に対する補助、

地方交付税制度の拡充その他の必要な財政上

の措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもの

のほか、市町村が行う空家等対策計画に基づく

空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に

資するため、必要な税制上の措置その他の措置

を講ずるものとする。 

第八章 罰則 

第三十条 第二十二条第三項の規定による市

町村⾧の命令に違反した者は、五十万円以下の

過料に処する。 

２ 第九条第二項の規定による報告をせず、若

しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による

立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、

二十万円以下の過料に処する。 

附 則 

(施行期日) 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を

超えない範囲内において政令で定める日から

施行する。ただし、第九条第二項から第五項ま

で、第十四条及び第十六条の規定は、公布の日

から起算して六月を超えない範囲内において

政令で定める日から施行する。 

(検討) 

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した

場合において、この法律の施行の状況を勘案し
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必要があると認めるときは、この法律の規定に

ついて検討を加え、その結果に基づいて所要の

措置を講ずるものとする。 

附 則 (令和五年六月一四日法律第五〇号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六

月を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。ただし、附則第三条の規定は、

公布の日から施行する。 

(経過措置) 

第二条 地方自治法の一部を改正する法律(平

成二十六年法律第四十二号)附則第二条に規定

する施行時特例市に対するこの法律による改

正後の空家等対策の推進に関する特別措置法

(以下この条において「新法」という。)第七条

第八項及び第十八条第一項の規定の適用につ

いては、新法第七条第八項中「及び同法」とあ

るのは「、同法」と、「中核市」とあるのは「中

核市及び地方自治法の一部を改正する法律(平

成二十六年法律第四十二号)附則第二条に規定

する施行時特例市」とする。 

２ 新法第二十二条第十項及び第十二項(同条

第十項に係る部分に限る。)の規定は、この法律

の施行の日(以下この条及び附則第六条におい

て「施行日」という。)以後に新法第二十二条第

十項後段の規定による公告を行う場合につい

て適用し、施行日前にこの法律による改正前の

空家等対策の推進に関する特別措置法(次項に

おいて「旧法」という。)第十四条第十項後段の

規定による公告を行った場合については、なお

従前の例による。 

３ 新法第二十二条第十一項及び第十二項(同

条第十一項に係る部分に限る。)の規定は、施行

日以後に同条第二項の規定による勧告を行う

場合について適用し、施行日前に旧法第十四条

第二項の規定による勧告を行った場合につい

ては、なお従前の例による。 

(政令への委任) 

第三条 前条に定めるもののほか、この法律の

施行に関し必要な経過措置(罰則に関する経過

措置を含む。)は、政令で定める。 

(検討) 

第四条 政府は、この法律の施行後五年を目途

として、この法律による改正後の規定について、

その施行の状況等を勘案して検討を加え、必要

があると認めるときは、その結果に基づいて所

要の措置を講ずるものとする。 
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■ 開催経過 

 

  【令和 4 年度 第１回】 

開催日  令和４年８月 25 日(木) 

議 事  (1)空家等対策の進捗状況について 

(2)特定空家等の取組状況について 

(3)今後のスケジュールについて 

 

【令和４年度 第２回】 

開催日  令和５年３月 23 日(木) 

議 事  (1)空家等対策の進捗状況について 

(2)令和４年度空家等実態調査について 

(3)特定空家等の取組状況について 

(4)今後のスケジュールについて 

 

 【令和５年度 第１回】 

開催日  令和５年７月 14 日(金) 

議 事  (1)空家等対策の進捗状況について 

(2)空家等対策計画について 

(3)今後のスケジュールについて 

 

 【令和５年度 第２回】 

開催日  令和５年 11 月 30 日(木) 

議 事  (1)空家等対策の進捗状況について 

(2)第２次苫小牧市空家等対策計画(素案)について 

(3)今後のスケジュールについて 

 

 【令和５年度 第３回】 

開催日  令和６年２月 13 日(火) 

議 事  (1)空家等対策の進捗状況について 

(2)第２次苫小牧市空家等対策計画(案)について 

(3)今後のスケジュールについて 

 



 

 

 


